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人事用語辞典
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　人事労務管理は社員の雇用や働き方だけでなく、経営にも直結する重要な仕事ですが、制度に慣れてい
ない人には聞き慣れないような専門用語や、概念的でわかりにくい内容がたくさんあります。そこで本連
載では、人事部門に初めて配属になった方はもちろん、ある程度経験を積んだ方も、担当者なら押さえて
おきたい人事労務関連の基本知識や用語についてわかりやすく解説します。
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2025.9

第61回

今
回
は
、「
障
害
者
※１
雇
用
」
に
つ
い
て
取
り
上
げ

ま
す
。障

害
者
雇
用
の
理
念
は

「
共
生
社
会
」の
実
現

障
害
者
雇
用
に
関
す
る
目
的
や
基
本
理
念
、
義
務
や

責
務
な
ど
の
内
容
は
、
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関

す
る
法
律
（
障
害
者
雇
用
促
進
法
）
に
定
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
本
法
律
の
第
一
条
の
目
的
に
は
、
長
文
な
の
で

一
部
抜
粋
と
な
り
ま
す
が
※２
、「（
省
略
）
雇
用
の
分
野

に
お
け
る
障
害
者
と
障
害
者
で
な
い
者
と
の
均
等
な
機

会
及
び
待
遇
の
確
保
並
び
に
障
害
者
が
そ
の
有
す
る
能

力
を
有
効
に
発
揮
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た

め
の
措
置
（
省
略
）、
そ
の
職
業
生
活
に
お
い
て
自
立

す
る
こ
と
を
促
進
す
る
た
め
の
措
置
を
総
合
的
に
講

じ
、
も
つ
て
障
害
者
の
職
業
の
安
定
を
図
る
こ
と
を
目

的
と
す
る
。」と
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
基
本
的
理
念
の

う
ち
第
四
条
に
は
、「
障
害
者
で
あ
る
労
働
者
は
、
職

業
に
従
事
す
る
者
と
し
て
の
自
覚
を
持
ち
、
自
ら
進
ん

で
、
そ
の
能
力
の
開
発
及
び
向
上
を
図
り
、
有
為
な
職

業
人
と
し
て
自
立
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。」
と
あ
り
ま
す
。

傍
線
を
引
い
た
部
分
を
総
合
す
る
と
、
法
律
の
目
ざ

す
と
こ
ろ
は
、
障
害
者
が
能
力
を
発
揮
し
、
職
業
生
活

で
自
立
で
き
る
社
会
の
実
現
に
あ
る
こ
と
が
わ
か
り

ま
す
。
そ
の
た
め
に
も
、
障
害
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず

均
等
な
雇
用
機
会
や
待
遇
の
確
保
、
能
力
発
揮
の
た
め

の
訓
練
等
が
必
要
で
あ
る
と
し
、
実
現
す
る
た
め
の
雇

用
主
や
国
・
地
方
公
共
団
体
の
義
務
や
責
務
に
基
づ
く

施
策
を
定
め
て
い
ま
す
。
障
害
者
雇
用
と
い
う
と
、
こ

の
施
策
に
い
か
に
対
応
す
る
か
が
話
題
に
な
り
が
ち
で

す
が
、
視
野
を
広
げ
て
、
希
望
や
能
力
に
応
じ
て
だ
れ

も
が
職
業
を
通
じ
た
社
会
参
加
の
で
き
る「
共
生
社
会
」

へ
の
協
働
と
し
て
と
ら
え
直
す
と
、
こ
れ
か
ら
説
明
す

る
障
害
者
雇
用
の
施
策
に
対
す
る
理
解
が
深
ま
る
の
で

は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。

障
害
者
の
法
定
雇
用
率
遵
守
は

事
業
主
の
義
務

で
は
、
障
害
者
雇
用
に
関
す
る
施
策
の
ポ
イ
ン
ト
に

つ
い
て
み
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

ま
ず
、
理
解
し
て
お
き
た
い
の
は
障
害
者
雇
用
率
制

度
で
す
。
こ
れ
は
、
従
業
員
が
一
定
数
以
上
の
規
模
の

事
業
主
に
従
業
員
の
一
定
割
合
以
上
の
障
害
者
の
雇
用

を
義
務
づ
け
る
も
の
で
す
。
こ
こ
で
い
う
一
定
割
合
を

法
定
雇
用
率
と
呼
び
ま
す
が
、
５
年
程
度
で
労
働
状
況

等
に
基
づ
き
変
更
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
定
期
的

に
確
認
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
例
え
ば
、
本
稿

執
筆
時
点
（
２
０
２
５
〈
令
和
７
〉
年
７
月
）
で
は
、

常
時
雇
用
す
る
労
働
者
の
う
ち
民
間
企
業
で
は
２・

５
％
、
国
・
公
共
機
関
な
ど
は
２・
８
％
、
都
道
府
県

な
ど
の
教
育
委
員
会
は
２・
７
％
が
法
定
雇
用
率
で
す

「障害者雇用」

※ 1　障害者には、「障がい者」、「障碍者」などの異なる表記方法もあるが、本稿では法律（障害者雇用促進法）の表記に合わせ「障害者」としている
※２　傍線は筆者加工
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が
、２
０
２
６
年
７
月
か
ら
は
、民
間
企
業
は
２・７
％
、

国
・
公
共
機
関
な
ど
は
３・
０
％
、
都
道
府
県
な
ど
の

教
育
委
員
会
が
２・
９
％
と
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
が

決
ま
っ
て
い
ま
す
※３
。
計
算
式
と
し
て
は
「
常
時
雇
用

し
て
い
る
労
働
者
の
総
数
※４
×
法
定
雇
用
率
＝
雇
用
す

べ
き
障
害
者
数
（
小
数
点
以
下
切
り
捨
て
）」
と
な
り

ま
す
。

こ
こ
で
知
識
と
し
て
大
切
な
の
は
、
障
害
者
の
雇
用

者
数
の
カ
ウ
ン
ト
方
法
で
す
。
１
人
を
実
際
に
雇
用
し

た
と
し
て
も
、
障
害
者
区
分
や
週
の
所
定
労
働
時
間
に

応
じ
て
「
何
人
雇
用
し
た
こ
と
に
な
る
か
」
の
数
え
方

が
異
な
り
ま
す
。障
害
者
の
区
分
の
う
ち
身
体
障
害
者・

知
的
障
害
者
は
、
実
際
に
１
人
雇
用
し
た
場
合
、
週
の

所
定
労
働
時
間
が
30
時
間
以
上
の
場
合
に
は
、１
人（
重

度
は
２
人
）と
し
て
カ
ウ
ン
ト
し
ま
す
。
20
時
間
以
上

30
時
間
未
満
の
場
合
は
０
・
５
人
（
重
度
は
１
人
）、

10
時
間
以
上
20
時
間
未
満
の
場
合
は
０
人（
重
度
は
０・

５
人
）と
な
り
ま
す
。
精
神
障
害
者
は
、
実
際
に
１
人

雇
用
し
た
場
合
、
週
の
所
定
労
働
時
間
が
20
時
間
以
上

で
あ
れ
ば
１
人
、
10
時
間
以
上
20
時
間
未
満
は
０
・
５

人
で
カ
ウ
ン
ト
し
ま
す
。
前
提
と
し
て
身
体
障
害
者
手

帳
・
療
養
手
帳
・
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
の
所
有

者
が
カ
ウ
ン
ト
対
象
と
な
り
ま
す
。

法
定
雇
用
率
の
遵
守
は
事
業
主
の
義
務
と
さ
れ
て
い

る
た
め
、
法
定
雇
用
率
を
満
た
し
て
い
な
い
常
用
雇
用

労
働
者
１
０
０
人
超
の
事
業
主
か
ら
は
不
足
１
人
あ
た

り
月
額
５
万
円
の
納
付
金
が
徴
収
さ
れ
ま
す
。一
方
で
、

法
定
雇
用
率
を
超
え
て
雇
用
し
て
い
る
事
業
主
に
つ
い

て
は
、
超
過
１
人
あ
た
り
原
則
月
額
２
万
９
千
円
の
調

整
金
と
、
超
過
１
人
あ
た
り
原
則
月
額
２
万
１
千
円
の

報
奨
金（
常
用
雇
用
労
働
者
１
０
０
人
以
下
の
事
業
主

に
限
る
）の
支
給
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
納
付
金
を
支

払
っ
て
も
義
務
を
果
た
し
た
こ
と
に
は
な
り
ま
せ
ん
。

未
達
成
の
場
合
に
は
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
よ
り
「
障
害
者
雇

入
れ
計
画
書
作
成
命
令
」
が
発
せ
ら
れ
た
り
、
行
政
指

導
や
企
業
名
公
表
が
行
わ
れ
る
こ
と
も
あ
る
た
め
、
注

意
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

障
害
者
雇
用
支
援
に
関
す
る
情
報
や

機
関
の
活
用

こ
の
よ
う
な
取
組
み
の
も
と
、
民
間
企
業
に
雇
用
さ

れ
て
い
る
障
害
者
の
数
は
67
・
７
万
人
と
な
り
21
年
連

続
で
過
去
最
高
を
更
新
し
、
障
害
者
雇
用
が
着
実
に
進

展
し
て
い
る
こ
と
が
見
て
と
れ
ま
す
（
２
０
２
４
年
６

月
１
日
時
点
。
厚
生
労
働
省
「
令
和
６
年
障
害
者
雇
用

状
況
の
集
計
結
果
」※5
）。
し
か
し
、
実
雇
用
率
（
常
用

雇
用
労
働
者
に
占
め
る
、障
害
者
で
あ
る
労
働
者
の
数
）

は
２・41
％
、
法
定
雇
用
率
達
成
企
業
割
合
は
46・０
％

と
ま
だ
改
善
の
余
地
が
あ
り
ま
す
。「
障
害
者
雇
用
実

態
調
査
結
果
報
告
書
（
令
和
５
年
６
月
厚
生
労
働
省
）

※6
」
の
障
害
者
を
雇
用
し
な
い
理
由
別
事
業
所
数
の
割

合
に
関
す
る
調
査
を
参
照
す
る
と
、
70
％
の
企
業
が
理

由
と
し
て
「
障
害
者
に
適
し
た
業
務
が
な
い
か
ら
」
と

回
答
し
て
い
ま
す
。
ま
た
15
～
20
％
程
度
の
回
答
と
し

て
「
障
害
者
雇
用
に
つ
い
て
全
く
イ
メ
ー
ジ
が
湧
か
な

い
か
ら
」、「
障
害
者
の
雇
用
管
理
の
こ
と
が
よ
く
わ
か

ら
な
い
か
ら
」
と
い
う
内
容
も
あ
る
一
方
で
、「
過
去

に
障
害
者
を
雇
用
し
た
が
、
う
ま
く
続
か
な
か
っ
た
か

ら
」
の
回
答
が
３
～
５
％
程
度
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、

障
害
者
雇
用
自
体
に
消
極
的
と
い
う
よ
り
は
、
情
報
・

理
解
不
足
で
ふ
み
出
せ
な
い
と
い
う
企
業
も
一
定
数
あ

る
こ
と
が
推
察
さ
れ
ま
す
。

じ
つ
は
、
障
害
者
雇
用
に
関
す
る
情
報
提
供
や
支
援

は
充
実
し
て
お
り
、
例
え
ば
厚
生
労
働
省
が
発
行
し
た

令
和
７
年
４
月
１
日
現
在
の『
障
害
者
雇
用
の
ご
案
内
』

と
い
う
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
※7
で
は
わ
か
り
や
す
く
、
障
害

者
雇
用
率
の
説
明
、
雇
用
に
向
け
た
サ
ー
ビ
ス
・
支
援

策
、
助
成
金
等
に
つ
い
て
ま
と
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
ま

た
、（
独
）高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
（
Ｊ

Ｅ
Ｅ
Ｄ
）
が
発
行
し
て
い
る
障
害
者
雇
用
の
月
刊
誌

『
働
く
広
場
※8
』で
は
、
障
害
者
の
さ
ま
ざ
ま
な
働
き
方

の
実
例
が
掲
載
さ
れ
て
お
り
、
障
害
者
雇
用
を
は
じ
め

よ
う
と
す
る
企
業
の
ヒ
ン
ト
に
も
な
り
ま
す
。
ま
た
、

Ｊ
Ｅ
Ｅ
Ｄ
で
は
障
害
者
雇
用
や
能
力
開
発
の
支
援
も

行
っ
て
い
る
た
め
、
問
い
合
わ
せ
て
み
る
こ
と
も
有
効

な
方
法
で
す
。

＊　
＊　
＊

次
回
は
、「
36
協
定
」
に
つ
い
て
取
り
上
げ
ま
す
。

※３　１人以上の障害者雇用を行うべき事業主の範囲は、民間企業の場合、現時点では常用雇用者数 40 人以上、令和８年７月からは 37.5 人以上となる
※４　１週間の所定労働時間が 20時間以上で、１年を超えて雇用される見込みのある、または１年を超えて雇用されている労働者（パート・アルバイト含む）
※ 5　 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_47084.html
※ 6　 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39062.html
※ 7　 https://www.mhlw.go.jp/content/000767582.pdf️
※ 8　 https://www.jeed.go.jp/disability/data/works/index.html ➡

サ
ブ
ロ
ク
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2025.12

第62回

今
回
は
、「
36
協
定
」
に
つ
い
て
取
り
上
げ
ま
す
。

労
働
基
準
法
第
36
条
に
基
づ
く
行
為
で
あ
る
た
め
こ
の

名
称
が
使
わ
れ
て
い
ま
す
。

時
間
外
・
休
日
労
働
を
さ
せ
る
に
は

必
ず
必
要

36
協
定
は
、
使
用
者
が
労
働
者
に
時
間
外
・
休
日
労

働
を
命
じ
る
た
め
に
締
結
す
る
労
使
協
定
※１
の
こ
と
を
い

い
ま
す
。
多
く
の
労
働
者
に
は
時
間
外
・
休
日
労
働
の

経
験
が
あ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
こ
れ
ら
は
自
由
に

行
え
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
労
働
基
準
法
で
は
、
労

働
時
間
は
原
則
と
し
て
１
日
８
時
間
、
１
週
40
時
間
以

内
と
法
定
労
働
時
間
が
定
め
ら
れ
て
お
り
※ 2
、
業
務
は
こ

の
範
囲
内
で
行
う
こ
と
が
基
本
で
、
使
用
者
が
こ
れ
を

超
え
た
労
働
を
命
じ
る
と
違
法
と
な
り
ま
す
。
し
か
し
、

業
務
の
都
合
上
、
ど
う
し
て
も
法
定
労
働
時
間
を
超
え

て
働
い
て
も
ら
う
必
要
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
そ

の
よ
う
な
場
合
に
備
え
て
、
会
社
と
労
働
者
の
代
表
が

あ
ら
か
じ
め
労
使
協
定
を
結
び
届
け
出
す
る
こ
と
で
、

時
間
外
・
休
日
労
働
を
可
能
と
す
る
の
が
36
協
定
で
す
。

労
使
で
協
定
し
た
内
容
は
届
出
書
（
36
協
定
届
）〔
図

表
〕
に
明
記
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
の
際
に
決

め
る
必
要
が
あ
る
の
は
、
時
間
外
労
働
を
行
う
業
務
の

理
由
と
種
類
〔
Ａ
〕、
１
日
・
１
カ
月
・
１
年
あ
た
り

の
時
間
外
労
働
の
上
限
〔
Ｂ
〕
で
す
。
上
限
は
法
令
で

は
、
月
45
時
間
・
年
３
６
０
時
間
が
限
度
時
間
で
、
こ

れ
に
基
づ
き
結
ん
だ
協
定
を
一
般
条
項
と
い
い
ま
す
。

し
か
し
、
臨
時
的
な
特
別
の
事
情
が
あ
れ
ば
、
年
７
２

０
時
間
、
複
数
月
平
均
80
時
間
以
内
・
月
１
０
０
時
間

未
満
（
休
日
労
働
を
含
む
）
ま
で
は
設
定
す
る
こ
と
が

で
き
る
（
た
だ
し
、
月
45
時
間
を
超
え
る
こ
と
が
で
き

る
の
は
年
間
６
カ
月
ま
で
）
特
別
条
項
を
締
結
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
な
お
、
建
設
業
・
ド
ラ
イ
バ
ー
・
医

師
等
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
４
（
令
和
６
）
年
４
月
以

降
に
定
め
ら
れ
た
特
例
の
上
限
規
制
が
適
用
さ
れ
て
い

る
た
め
、
別
途
確
認
が
必
要
で
す
※３
。

36
協
定
を
結
ん
で
も
運
用
上
で
留
意
す
べ
き
事
項
が

あ
り
ま
す
。
時
間
外
・
休
日
労
働
は
最
小
限
に
と
ど
め
る

の
が
基
本
で
、
臨
時
的
な
事
情
が
あ
る
場
合
で
も
で
き
る

か
ぎ
り
限
度
時
間
に
近
づ
け
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
36
協
定
の
範
囲
内
で
あ
っ
て
も
労
働

者
に
対
す
る
安
全
配
慮
義
務
を
負
い
、限
度
時
間
を
超
え

て
労
働
さ
せ
る
場
合
は
、
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
や
深

夜
業
の
回
数
制
限
等
の
労
働
者
の
健
康
・
福
祉
を
確
保

す
る
措
置
を
講
ず
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
の
留

意
事
項
は
厚
生
労
働
省
の「
36
協
定
で
定
め
る
時
間
外

労
働
及
び
休
日
労
働
に
つ
い
て
留
意
す
べ
き
事
項
に
関

す
る
指
針
※４
」に
わ
か
り
や
す
く
ま
と
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

協
定
の
対
象
者
や
プ
ロ
セ
ス
に
も
配
慮

協
定
の
対
象
者
や
プ
ロ
セ
ス
に
つ
い
て
も
見
て
い
き

「3
サブロク

6協定」

※1　使用者と労働者の代表が、労働条件などについて合意し、文書で取り交わす協定のこと
※2　�「時間外労働」については、本連載第17回（2021年10月号）をご参照ください。�

https://www.jeed.go.jp/elderly/data/elder/book/elder_202110/html5.html#page=52
※３　�厚生労働省Webサイト「建設業・ドライバー・医師等の時間外労働の上限規制」を参照。�

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/gyosyu/topics/01.html
※４　https://www.mhlw.go.jp/content/000350731.pdf ※2
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す
。
一
方
、
使
用
者
に
該
当
す
る
取
締
役
や
労
働
基
準

法
第
41
条
に
該
当
す
る
管
理
監
督
者
は
労
働
時
間
の
制

約
に
な
じ
ま
な
い
と
さ
れ
て
い
る
た
め
、
対
象
外
と
な

り
ま
す
。こ
れ
ら
の
対
象
者
の
う
ち
一
人
で
も
時
間
外・

休
日
労
働
を
す
る
可
能
性
が
あ
る
場
合
に

は
、
会
社
単
位
で
は
な
く
事
業
場
※５
単
位
で

36
協
定
を
締
結
し
届
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。
ま
た
、
36
協
定
届
出
書
に
は
対
象
と
な

る
労
働
者
数
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

〔
図
表
の
Ｃ
〕
た
め
対
象
を
よ
く
確
認
し
て

く
だ
さ
い
。

36
協
定
の
締
結
・
更
新
は
年
に
１
回
が
望

ま
し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
自
動
更
新
も
可

能
で
す
が
、
労
使
い
ず
れ
か
ら
も
異
議
の
申

出
が
な
か
っ
た
事
実
を
証
す
る
書
面
を
届
け

出
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
締
結
・
更
新
の
際

に
注
意
し
て
お
き
た
い
の
は
締
結
主
体
と
な

る
労
働
者
代
表
に
つ
い
て
で
す
。
こ
れ
は
事

業
場
に
、
①
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る

労
働
組
合
（
過
半
数
組
合
）
が
あ
る
場
合
は

そ
の
労
働
組
合
、
② 

①
が
な
い
場
合
は
労

働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
（
過
半
数
代

表
者
）
が
該
当
し
ま
す
。
①
の
場
合
は
、
雇

用
形
態
関
係
な
く
す
べ
て
の
労
働
者
に
対
し

て
組
合
員
数
が
50
％
を
超
過
し
て
い
る
か
を

確
認
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。②
の
場
合
は
、

代
表
者
を
選
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
選
出
は
、
雇

用
形
態
に
関
係
な
く
す
べ
て
の
労
働
者
が
参
加
す
る
民

主
的
な
方
法
（
投
票
・
挙
手
等
）
で
選
ば
れ
た
労
働
者

で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
管
理
監
督
者
や
会
社
が
指
名
し

た
者
、
社
員
親し

ん

睦ぼ
く

会
の
幹
事
等
を
自
動
的
に
選
任
し
た

場
合
は
過
半
数
代
表
者
と
な
り
ま
せ
ん
。
36
協
定
を
①

ま
た
は
②
に
該
当
し
な
い
相
手
と
締
結
し
て
も
無
効
と

な
り
ま
す
し
、
36
協
定
届
に
も
過
半
数
労
働
者
の
選
出

方
法
を
記
載
す
る
必
要
が
あ
る
〔
図
表
の
Ｄ
〕
な
ど
注

意
が
必
要
で
す
。
締
結
後
は
36
協
定
届
を
所
轄
の
労
働

基
準
監
督
署
長
に
届
け
出
し
て
、
そ
の
後
は
常
時
作
業

場
の
見
や
す
い
場
所
に
掲
示
・
備
え
つ
け
を
し
た
り
、

書
面
を
労
働
者
に
交
付
す
る
等
で
労
働
者
に
周
知
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

36
協
定
を
締
結
せ
ず
に
時
間
外
・
休
日
労
働
を
さ
せ

た
場
合
や
、
協
定
し
た
時
間
を
超
え
て
時
間
外
・
休
日

労
働
を
さ
せ
た
場
合
は
、
労
働
基
準
法
違
反
で
６
カ
月

以
下
の
懲
役
ま
た
は
30
万
円
以
下
の
罰
金
と
な
る
こ
と

が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
労
働
者
の
安
全
配
慮
は
使
用
者

の
義
務
で
す
。
正
し
い
内
容
や
手
順
で
36
協
定
を
締
結

す
る
た
め
に
も
、
厚
生
労
働
省
の
労
働
基
準
関
係
リ
ー

フ
レ
ッ
ト
※６
や
主
要
様
式
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
コ
ー
ナ
ー
※７

な
ど
を
確
認
す
る
こ
と
を
お
す
す
め
し
ま
す
。

＊　
＊　
＊

次
回
は
「
労
働
基
準
監
督
署
」
に
つ
い
て
取
り
上
げ

ま
す
。

※５　一定の場所において、相互に関連する組織のもとで継続的に行われる作業の一体
※６　�「労働基準関係リーフレット」厚生労働省　�

 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000056460.html
※７　�「主要様式ダウンロードコーナー（労働基準法等関係主要様式）」厚生労働省�

 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/roudoukijunkankei.html

ま
し
ょ
う
。

協
定
の
対
象
者
と
な
る
の
は
、
労
働
基
準
法
第
９
条

に
定
め
る
労
働
者
で
す
。
正
社
員
・
パ
ー
ト
・
定
年
後

再
雇
用
等
の
雇
用
形
態
に
関
係
な
く
対
象
と
な
り
ま

〔出所〕主要様式ダウンロードコーナー（労働基準法等関係主要様式）「様式第9号」（厚生労働省ウェブサイト）
https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.mhlw.go.jp%2Fbunya%2Froudoukiju
n%2Froudoujouken01%2Fdl%2Fnew_youshiki09.docx&wdOrigin=BROWSELINK

図表　�36協定届の様式（一般条項）

A A

A A

B

BC

C

D
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第63回

今
回
は
、「
労
働
基
準
監
督
署
」に
つ
い
て
取
り
上
げ
ま

す
。
特
に
経
営
者
や
人
事
部
門
の
担
当
者
に
は「
労ろ

う

基き

署し
ょ

」や「
監
督
署
」と
い
う
略
称
で
通
じ
る
く
ら
い
、行
政

機
関
の
な
か
で
も
身
近
な
存
在
で
あ
る
と
も
い
え
ま
す
。

労
働
基
準
監
督
署
は
第
一
線
機
関
※１

労
働
基
準
監
督
署
は
、
労
働
関
係
法
令
（
労
働
基
準

法
・
労
働
安
全
衛
生
法
・
最
低
賃
金
法
等
）
を
遵
守
す

る
よ
う
に
監
督
・
指
導
す
る
行
政
機
関
で
す
。
こ
れ
ら

の
行
政
機
関
に
は
最
上
部
組
織
と
し
て
労
働
関
係
法
令

の
制
定
・
改
廃
や
各
種
施
策
の
企
画
・
立
案
を
行
う
厚

生
労
働
省
労
働
基
準
局
が
あ
り
、
そ
の
下
部
組
織
と
し

て
都
道
府
県
労
働
局
と
い
う
各
都
道
府
県
の
実
情
を
ふ

ま
え
た
労
働
行
政
を
行
う
機
関
、
そ
の
下
部
組
織
と
し

て
、
労
働
条
件
の
確
保
・
改
善
の
指
導
、
安
全
衛
生
の

指
導
、
労
災
保
険
の
給
付
な
ど
の
業
務
を
行
っ
て
い
る

第
一
線
機
関
と
し
て
の
労
働
基
準
監
督
署
が
あ
る
と
い

う
構
造
に
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
は
上
部
組
織
が
下

部
組
織
を
指
揮
・
監
督
す
る
関
係
に
な
っ
て
お
り
、
都

道
府
県
労
働
局
が
全
国
47
カ
所
に
設
置
さ
れ
て
い
る
の

に
対
し
て
、
労
働
基
準
監
督
署
は
３
２
１
カ
所
（
本
稿

執
筆
現
在
）で
、
労
働
基
準
監
督
署
ご
と
に
定
め
ら
れ

た
管
轄
地
域
※２
に
あ
る
事
業
場
（
工
場
・
事
務
所
等
）

の
監
督
・
指
導
を
受
け
持
っ
て
い
ま
す
。

各
労
働
基
準
監
督
署
の
業
務
を
概
観
す
る
た
め
に
、

そ
の
内
部
組
織
を
み
て
い
き
ま
し
ょ
う
。
署
の
規
模
等

に
よ
り
構
成
が
異
な
る
場
合
は
あ
り
ま
す
が
、
労
働
基

準
法
な
ど
の
関
係
法
令
に
関
す
る
各
種
届
出
の
受
付
や

相
談
対
応
、
監
督
指
導
を
行
う「
方
面（
監
督
課
）」、

労
働
安
全
衛
生
法
な
ど
に
基
づ
き
、
働
く
人
の
安
全
と

健
康
を
確
保
す
る
た
め
に
、
機
械
や
設
備
の
設
置
に
か

か
る
届
出
の
審
査
や
職
場
の
安
全
、
労
働
者
の
健
康
の

確
保
に
関
す
る
技
術
的
な
指
導
を
行
う
「
安
全
衛
生

課
」、労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
に
基
づ
き
、
働
く
人
の

業
務
上
の
事
由
、
通
勤
に
よ
る
負
傷
な
ど
に
対
し
て
被

災
者
や
遺
族
の
請
求
に
よ
り
事
業
主
か
ら
徴
収
し
た
労

災
保
険
料
を
も
と
に
保
険
給
付
を
行
う「
労
災
課
」、
会

計
処
理
な
ど
を
行
う
「
業
務
課
」
に
分
か
れ
て
い
ま
す
。

労
働
基
準
監
督
署
に
は

大
き
な
権
限
が
あ
る

こ
こ
か
ら
は
方
面
（
監
督
課
）
の
お
も
な
業
務
で
あ

る
監
督
・
指
導
に
つ
い
て
詳
細
を
み
て
い
き
ま
す
。
と

い
う
の
も
、
法
に
定
め
る
労
働
条
件
や
安
全
衛
生
等
の

基
準
を
事
業
主
が
遵
守
し
、
労
働
条
件
の
確
保
・
向
上

と
働
く
人
の
安
全
や
健
康
の
確
保
を
図
る
た
め
に
調

査
・
指
導
し
、
改
善
を
求
め
る
重
要
な
役
割
を
果
た
し

て
い
る
か
ら
で
す
。
こ
れ
ら
の
一
連
の
行
為
を
臨り

ん

検け
ん

監

督
と
い
い
、
厚
生
労
働
省
に
属
す
る
専
門
職
で
あ
る
労

働
基
準
監
督
官
が
に
な
い
ま
す
。
法
令
違
反
が
あ
っ
た

場
合
に
具
体
的
な
改
善
ま
で
求
め
る
立
場
で
あ
る
た

「労働基準監督署」

※１　第一線機関……直接担当し、もっとも活動する位置にある機関
※２　例えば東京都の場合は、管轄地域ごとに17労働基準監督署と１支署がある（本稿執筆時点）
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め
、
労
働
基
準
監
督
官
に
は
強
い
権
限
が
付
与
さ
れ
て

い
ま
す
。
こ
れ
に
は
、
会
社
へ
の
立
ち
入
り
を
行
い
、

帳
簿
書
類
の
確
認
や
従
業
員
へ
の
事
情
聴
取
、
重
大
で

悪
質
な
事
案
に
つ
い
て
は
司
法
警
察
職
員
※３
と
し
て
捜

査
を
行
う
と
い
っ
た
権
限
も
含
ま
れ
ま
す
。

次
に
臨
検
監
督
で
す
が
、
図
表
に
記
載
の
チ
ャ
ー
ト

が
一
般
的
な
流
れ
と
な
っ
て
い
ま
す
。
労
働
基
準
監
督

署
が
毎
月
事
業
場
を
選
定
す
る
「
定
期
監
督
」
と
労
働

者
か
ら
の
申
告
に
基
づ
く
「
申
告
監
督
」
の
い
ず
れ
か

が
起
点
と
な
り
ま
す
。
い
ず
れ
の
場
合
で
も
次
の
ス

テ
ッ
プ
と
し
て
は
労
働
基
準
監
督
官
が
事
業
場
へ
訪
問

し
、
立
入
調
査
を
行
い
ま
す
。
こ
の
調
査
は
証
拠
隠
滅

等
を
阻
止
し
、
事
業
場
の
あ
り
の
ま
ま
の
現
状
を
的
確

に
把
握
す
る
た
め
予
告
な
し
に
行
う
こ
と
が
多
く
あ
り

ま
す
。
そ
の
調
査
の
な
か
で
法
令
違
反
が
認
め
ら
れ
な

い
場
合
は
臨
検
監
督
は
終
了
し
ま
す
が
、
違
反
が
認
め

ら
れ
る
場
合
は
そ
の
状
態
を
是
正
し
報
告
す
る
こ
と
を

求
め
る
是
正
勧
告
書
や
事
業
場
の
労
働
条
件
が
定
め
る

基
準
や
条
件
を
満
た
し
て
い
な
い
場
合
に
改
善
を
求
め

る
指
導
票
、
労
働
災
害
に
つ
な
が
る
お
そ
れ
の
あ
る
設

備
や
機
械
の
使
用
停
止
を
求
め
る
使
用
停
止
命
令
書
な

ど
の
交
付
と
い
っ
た
文
書
指
導
が
行
わ
れ
ま
す
。
こ
れ

ら
の
指
導
に
対
し
て
、
事
業
場
が
是
正
・
改
善
を
報
告

し
そ
れ
ら
が
確
認
さ
れ
た
場
合
は
臨
検
監
督
は
終
了
し

ま
す
が
、
確
認
さ
れ
な
い
場
合
は
再
度
の
立
ち
入
り
検

査
（
再
監
督
）
が
行
わ
れ
ま
す
。
そ
の
う
え
で
、
重
大・

悪
質
な
事
案
と
認
定
さ
れ
る
場
合
は
送

検
さ
れ
、
場
合
に
よ
っ
て
は
裁
判
に
か

け
ら
れ
罰
金
刑
や
拘
禁
刑
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
立
入
調
査
を
拒
ん
だ
り
、
妨
げ

た
り
し
た
場
合
も
30
万
円
以
下
の
罰
金

が
科
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
た
め
注
意
が

必
要
で
す
。

違
反
件
数
、再
検
査
や
送
検
は

減
少
し
て
い
な
い

最
後
に
数
値
に
基
づ
き
、監
督
の
状
況

や
傾
向
に
つ
い
て
確
認
し
て
み
ま
し
ょ

う
。
厚
生
労
働
省
労
働
基
準
局
が
公
表

し
て
い
る
「
労
働
基
準
監
督
年
報
」※４
を
参
照
す
る
と

監
督
実
施
状
況
に
つ
い
て
、
２
０
２
３
（
令
和
５
）
年

は
監
督
対
象
全
体
で
17
万
１
６
７
９
件
、
内
訳
で
は
定

期
監
督
等
81
・
１
％
、
申
告
監
督
11
・
３
％
、
再
監
督

が
７
・
６
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
構
成
比
は
直
近

５
年
（
２
０
１
９
年
か
ら
２
０
２
３
年
）
で
も
傾
向
が

変
わ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
定
期
監
督
等
実
施
状
況
13
万

９
２
１
５
件
の
う
ち
違
反
事
業
場
は
９
万
６
８
３
１
件

で
69
・
６
％
と
比
率
と
し
て
は
高
い
状
態
で
す
。
こ
れ

も
直
近
５
年
を
確
認
す
る
と
違
反
事
業
場
比
率
は
７
割

前
後
で
推
移
し
て
い
ま
す
。

送
検
結
果
の
状
況
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
３
年
の
送

検
７
９
９
件
に
対
し
て
起
訴
率
が
34
・
１
％
で
直
近
５

年
で
は
３
～
４
割
で
推
移
し
て
い
ま
す
。
う
ち
裁
判
の

結
果
は
罰
金
が
ほ
と
ん
ど
で
す
が
、２
０
１
９
年
、２
０

２
０
年
と
も
に
懲
役
刑
が
１
件
ず
つ
発
生
し
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
み
て
い
く
と
、
毎
年
15
万
件
を
超
え
る

事
業
場
に
対
し
て
臨
検
監
督
が
実
施
さ
れ
て
い
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
違
反
件
数
や
再
監
督
、
さ
ら
に
は
送
検

件
数
な
ど
は
、
全
体
と
し
て
減
少
傾
向
に
あ
る
と
は
い

い
が
た
い
の
が
実
情
で
す
。
企
業
や
事
業
場
に
い
っ
そ

う
の
法
令
遵
守
意
識
の
向
上
と
ル
ー
ル
の
徹
底
が
望
ま

れ
て
い
る
と
い
え
ま
す
。

＊　
＊　
＊

次
回
は
、「
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
」
に
つ
い
て
取
り

上
げ
ま
す
。

※３　�司法警察職員……�犯罪行為に対して捜査・逮捕・送検することができる職務の者。警察官は一般司法警察職員、労働基準監督官は労働関係法令に対する違
反に権限が限定される特別司法警察職員に区分される

※４　労働基準監督年報……監督活動についての実績を毎年まとめて公表するもの

主体的、計画的
に、対象事業場
を選定

事業場へ訪問

指導の終了 送　検

事業場への立入調査
事情聴取、帳簿の確認など

文　書　指　導
是正勧告・改善指導・使用停止命令など

事業場からの
是正・改善報告

再度の立入調査
の実施

労働災害
の発生

法違反が認められ
なかった場合

重大・悪質な
事案の場合

法違反などが認められた場合

是正・改善が確認された場合

労働者
からの
申告

（注1）上図は一般的な流れを示したものであり、事案により、異なる場合もあります。
（注2）事業場への監督指導は、原則として予告することなく実施しています。

出典：�労働基準監督署の役割　厚生労働省・都道府県労働局・労働
基準監督署　https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/
roudou/gyousei/dl/131227-1.pdf

図表　�臨検監督の一般的な流れ
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2026.2

第64回

今
回
は
、「
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
」
に
つ
い
て
取
り

上
げ
ま
す
。

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に
関
す
る

重
要
な
見
直
し

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
と
は
、
本
稿
執
筆
現
在
の
イ
ン

タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
考
え
方
を
示
す
『
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ

プ
を
始
め
と
す
る
学
生
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援
に
係
る

取
組
の
推
進
に
当
た
っ
て
の
基
本
的
考
え
方
』（
文
部

科
学
省
、
厚
生
労
働
省
お
よ
び
経
済
産
業
省
）
と
い
う

資
料
に
よ
る
と
、「
学
生
が
そ
の
仕
事
に
就
く
能
力
が

自
ら
に
備
わ
っ
て
い
る
か
ど
う
か
（
自
ら
が
そ
の
仕
事

で
通
用
す
る
か
ど
う
か
）を
見
極
め
る
こ
と
を
目
的
に
、

自
ら
の
専
攻
を
含
む
関
心
分
野
や
将
来
の
キ
ャ
リ
ア
に

関
連
し
た
就
業
体
験（
企
業
の
実
務
を
経
験
す
る
こ
と
）

を
行
う
活
動
（
但
し
、
学
生
の
学
修
段
階
に
応
じ
て
具

体
的
内
容
は
異
な
る
）」
と
定
義
さ
れ
て
い
ま
す
。
学

生
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
に
主
眼
を
置
い
た
内
容
に
な
っ
て

い
ま
す
が
、
本
資
料
で
は
、
企
業
等
が
実
施
す
る
意
義

と
し
て
、「
実
践
的
な
人
材
の
育
成
」、「
大
学
等
の
教

育
へ
の
産
業
界
等
の
ニ
ー
ズ
の
反
映
」、「
企
業
等
に
対

す
る
理
解
の
促
進
、
魅
力
発
信
」、「
採
用
選
考
時
に
参

照
し
得
る
学
生
の
評
価
材
料
の
取
得
」
が
掲
げ
ら
れ
て

い
ま
す
※１
。
後
半
の
二
つ
の
意
義
に
は
、
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
で
企
業
が
得
た
学
生
情
報
の
採
用
広
報
活
動

（
参
加
者
へ
の
会
社
説
明
会
の
案
内
送
付
等
）
と
採
用

選
考
活
動
（
参
加
者
へ
の
採
用
プ
ロ
セ
ス
の
一
部
免
除

等
）
へ
の
活
用
に
つ
い
て
も
含
ま
れ
て
い
ま
す
が
、
生

産
年
齢
人
口
の
減
少
に
よ
る
近
年
の
人
材
確
保
の
難
化

を
背
景
に
、
こ
の
情
報
活
用
へ
の
期
待
が
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
を
実
施
す
る
多
く
の
企
業
に
あ
る
こ
と
は
想
像

に
難
く
あ
り
ま
せ
ん
。

学
生
情
報
の
活
用
が
可
能
と
さ
れ
た
の
は
、
じ
つ
は

最
近
の
こ
と
で
す
。
先
述
の
資
料
が
２
０
２
２
（
令
和

４
）
年
６
月
13
日
に
改
正
さ
れ
、
２
０
２
５
年
３
月
に

卒
業
・
修
了
す
る
学
生
※２
が
２
０
２
３
年
度
に
参
加
す

る
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
か
ら
適
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
り

ま
し
た
。
従
来
、
文
部
科
学
省
・
厚
生
労
働
省
・
経
済

産
業
省
の
間
に
「
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
推
進
に
当

た
っ
て
の
基
本
的
な
考
え
方
」（
三
省
合
意
）
が
あ
り

ま
し
た
が
、一
般
社
団
法
人
日
本
経
済
団
体
連
合
会（
経

団
連
）と
国
公
私
立
大
学
の
ト
ッ
プ
で
構
成
さ
れ
る「
採

用
と
大
学
教
育
の
未
来
に
関
す
る
産
学
協
議
会
」
に
お

け
る
意
見
交
換
を
ふ
ま
え
た
２
０
２
２
年
４
月
の
報
告

を
も
と
に
見
直
し
を
し
た
結
果
、
学
生
情
報
の
広
報
活

動
・
採
用
選
考
活
動
へ
の
活
用
が
可
能
と
６
月
13
日
の

改
正
で
初
め
て
明
文
化
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

基
準
を
満
た
し
て
い
な
い
と

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に
該
当
し
な
い

立
場
が
異
な
る
産
学
合
意
の
も
と
で
学
生
情
報
の
活

用
が
可
能
と
さ
れ
た
意
義
は
大
き
い
と
い
わ
れ
て
い
ま

「インターンシップ」

※１　�本資料では、大学等および学生にとっての意義として「キャリア教育・専門教育としての意義」、「教育内容・方法の改善・充実」、「高い職業意識の育成」、「自
主性・独創性のある人材の育成」があげられている

※２　学部生の場合は、2023年度に学部３年生に進学する学生
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す
が
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に
該
当
す
る
の
は
一
定
の
基

準
を
満
た
し
た
場
合
で
あ
る
こ
と
に
注
意
が
必
要
で
す
。

先
の
産
学
協
議
会
の
整
理
で
、
学
生
の
キ
ャ
リ
ア
形
成

に
か
か
る
産
学
協
同
の
取
組
み
を
「
タ
イ
プ
１
：
オ
ー

プ
ン
・
カ
ン
パ
ニ
ー
」、「
タ
イ
プ
２
：
キ
ャ
リ
ア
教
育
」、

「
タ
イ
プ
３
：
汎は

ん

用よ
う

的
能
力
・
専
門
活
用
型
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
」、「
タ
イ
プ
４
（
試
行
）：高
度
専
門
型
イ
ン
タ
ー

ン
シ
ッ
プ
」
に
分
け
て
い
ま
す
が
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ

プ
に
該
当
す
る
の
は
タ
イ
プ
３
・

４
で
あ
り
、
タ
イ
プ
１
・
２
は
イ

ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
と
は
分
類
さ
れ

ず
に
学
生
情
報
活
用
は
不
可
と
な

り
ま
す
。
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に

該
当
す
る
に
は
就
業
体
験
要
件
・

指
導
要
件
・
実
施
期
間
要
件
・
実

施
時
期
要
件
・
情
報
開
示
要
件
を

必
ず
満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

図
表
に
要
件
を
載
せ
て
い
ま
す

が
、
一
部
抜
粋
の
た
め
、
出
典
を

確
認
し
て
み
て
く
だ
さ
い
。

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

実
施
に
お
け
る
留
意
点

最
後
に
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ

プ
に
お
け
る
お
も
な
留
意
点
に

つ
い
て
述
べ
た
い
と
思
い
ま
す
。

一
つ
め
は
、
学
生
情
報
は
広

報
活
動
・
採
用
活
動
の
開
始
時

期
以
降
に
か
ぎ
り
そ
れ
ぞ
れ
利

用
可
能
と
な
る
点
で
す
。
内
閣

官
房
が
公
表
し
て
い
る
「
２
０
２
６
（
令
和
８
）
年
度

卒
業
・
修
了
予
定
者
等
の
就
職
・
採
用
活
動
に
関
す
る

要
請
」
で
は
、
広
報
活
動
は
卒
業
・
修
了
年
度
に
入
る

直
前
（
一
般
的
に
は
３
学
年
次
）
の
３
月
１
日
以
降
、

採
用
選
考
活
動
開
始
は
卒
業・修
了
年
度
（
４
学
年
次
）

の
６
月
１
日
以
降
を
原
則
と
し
て
い
ま
す
。

二
つ
め
は
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
へ
の
対
応
で
す
。
特
に
イ

ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
中
に
セ
ク
シ
ュ
ア
ル
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

を
受
け
た
者
の
割
合
は
30
・
１
％
※３
と
い
う
調
査
結
果
が

あ
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
こ
と
が
あ
る
と
学
生
に
も
企

業
に
も
深
刻
な
ダ
メ
ー
ジ
を
与
え
る
た
め
、
相
談
窓
口

を
つ
く
る
、
学
生
と
従
業
員
の
個
人
的
な
連
絡
先
の
交

換
を
さ
せ
な
い
、
面
談
の
実
施
場
所
等
に
配
慮
す
る
な

ど
、
企
業
側
が
対
応
を
徹
底
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

三
つ
め
は
、
労
働
者
と
み
な
さ
れ
る
か
ど
う
か
（
労

働
者
性
の
判
断
）
が
あ
る
点
で
す
。
タ
イ
プ
３
に
つ
い

て
は
企
業
と
学
生
の
間
に
雇
用
関
係
は
な
い
た
め
、
労

働
関
連
法
令
の
適
用
外
が
原
則
で
す
。
し
か
し
、
就
業

体
験
や
見
学
的
要
素
が
少
な
い
、
使
用
者
か
ら
の
指
揮

命
令
が
強
い
、
利
益
を
生
む
生
産
活
動
に
直
接
学
生
が

従
事
し
て
い
る
な
ど
の
ケ
ー
ス
に
お
い
て
は
、
企
業
と

学
生
の
間
に
労
働
契
約
が
あ
る
と
判
断
さ
れ
、
労
働
関

連
法
令
の
適
用
対
象
と
な
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

＊　
＊　
＊

次
回
は
「
Ｉ
Ｌ
Ｏ（
国
際
労
働
機
関
）」
に
つ
い
て

取
り
上
げ
ま
す
。

※３　「職場のハラスメントに関する実態調査報告書（概要版）」令和５年度、厚生労働省雇用環境・均等局雇用機会均等課

出典：�採用と大学教育の未来に関する産学協議会　2024 年度報告書

図表　�産学協働による学生のキャリア形成支援活動〈４類型とその主な特徴〉※出典より一部抜粋
タイプ1：

オープン・カンパニー
タイプ２：
キャリア教育

タイプ３：
汎用的能力・

専門活用型インターンシップ

タイプ４（試行）：
高度専門型

インターンシップ

主
な
特
徴

①目的 個社や業界に関する
情報提供・PR

働くことへの理解を
深めるための教育

就業体験を通じて、学生
にとっては自らの能力の
見極め、企業にとっては
学生の評価材料の取得

就業体験を通じて、学生
にとっては実践力の向上、
企業にとっては学生の評
価材料の取得

③就業体験 なし 任意

必須
★（a）就業体験要件
学生の参加期間の半分を
超える日数を職場での就
業体験に充てる
★（b）指導要件
就業体験では、職場の社
員が学生を指導し、イン
ターンシップ終了後、学
生に対しフィードバック
を行う

必須

④�参加期間�
（所要日数） 超短期（単日） 授業・プログラムに

よって異なる

★（c）実施期間要件
（ⅰ）�汎用的能力活用型は

短期（５日間以上）
（ⅱ）�専門活用型は長期�

（２週間以上）

●�ジョブ型研究インター
ンシップ：長期（２カ月
以上）
●�高度な専門性を重視し
た修士課程学生向けイ
ンターンシップ：2 週
間以上

⑤実施時期

時間帯やオンラインの活
用等、学業両立に配慮し、
学士・修士・博士課程の
全期間
（年次不問）

学士・修士・博士課程の
全期間（年次不問）。但し、
企業主催の場合は、時間
帯やオンラインの活用等、
学業両立に配慮

★（d）実施時期要件
学業との両立の観点から、
「学部３年・４年ないしは
修士１年 ･２年の長期休
暇期間（夏休み、冬休み、
入試休み・春休み）

—

⑥�取得した学生
情報の採用活
動への活用

不可 不可

採用活動開始以降に限り、可
★（e）情報開示要件 :
募集要項等に必要な情報
（9項目。詳細は2021年
度 報告書ご参照）を記載
し、ホームページ等で公表

採用活動開始以降に限り、可
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　人事労務管理は社員の雇用や働き方だけでなく、経営にも直結する重要な仕事ですが、制度に慣れてい
ない人には聞き慣れないような専門用語や、概念的でわかりにくい内容がたくさんあります。そこで本連
載では、人事部門に初めて配属になった方はもちろん、ある程度経験を積んだ方も、担当者なら押さえて
おきたい人事労務関連の基本知識や用語についてわかりやすく解説します。

2026.3

第65回

今
回
は
、「
Ｉ
Ｌ
Ｏ
（
国
際
労
働
機
関
）」
に
つ
い
て

取
り
上
げ
ま
す
。
な
ん
と
な
く
聞
い
た
こ
と
が
あ
る
も

の
の
、
実
際
に
は
よ
く
わ
か
ら
な
い
と
い
う
方
も
多
い

と
思
い
ま
す
が
、じ
つ
は
経
営
者・労
働
者
双
方
に
と
っ

て
か
か
わ
り
の
深
い
組
織
で
す
。

Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
は
そ
も
そ
も
な
に
か

Ｉ
Ｌ
Ｏ
はInternational Labour O

rganizati
‑on

の
略
称
で
、
日
本
語
訳
で
は
「
国
際
労
働
機
関
」

と
い
い
ま
す
。
１
９
１
９
（
大
正
８
）
年
６
月
に
設
立

さ
れ
た
国
際
連
合
の
専
門
機
関
※１
で
、
創
設
１
０
０
年

以
上
の
長
い
歴
史
を
誇
っ
て
い
ま
す
。
本
部
は
ス
イ
ス

に
あ
り
、
現
在
１
８
７
カ
国
が
加
盟
し
て
い
ま
す
。
日

本
は
設
立
当
初
か
ら
の
加
盟
国
で
す
（
１
９
４
０
〈
昭

和
15
〉年
に
脱
退
し
、１
９
５
１
年
に
再
加
盟
）。
ま
た
、

日
本
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
通
常
予
算
に
対
す
る
第
３
位
拠
出
国

で
米
国
・
中
国
に
次
ぐ
位
置
に
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
に

み
ら
れ
る
よ
う
に
、
ま
ず
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
日
本
の
か
か
わ

り
は
深
い
こ
と
を
押
さ
え
て
お
い
て
く
だ
さ
い
。

で
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
は
そ
も
そ
も
何
を
す
る
組
織
な
の

か
に
つ
い
て
み
て
い
き
ま
し
ょ
う
。
国
際
連
合
広
報
セ

ン
タ
ー
の
サ
イ
ト
に
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
は
「
世
界
中
の
す

べ
て
の
人
が
、
自
由
、
公
平
、
安
全
、
人
間
と
し
て
の

尊
厳
が
確
保
さ
れ
た
条
件
の
も
と
で
、デ
ィ
ー
セ
ン
ト・

ワ
ー
ク
（
働
き
が
い
の
あ
る
人
間
ら
し
い
仕
事
）
の
機

会
を
促
進
す
る
こ
と
」
を
使
命
と
し
た
機
関
と
あ
り
ま

す
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
駐
日
事
務
所
に
よ
る
と
、
幅
広
い
労
働
の

問
題
に
全
力
で
取
り
組
む
国
際
機
関
で
あ
り
、
次
の
主

要
な
四
つ
の
戦
略
目
標
を
数
々
の
手
段
を
用
い
て
実
現

し
て
い
く
と
あ
り
ま
す
。

•�

仕
事
の
創
出
…
必
要
な
技
能
を
身
に
つ
け
、
働
い
て

生
計
が
立
て
ら
れ
る
よ
う
に
、
国
や
企
業
が
仕
事
を

つ
く
り
出
す
こ
と
を
支
援
。

•�

社
会
的
保
護
の
拡
充
…
安
全
で
健
康
的
に
働
け
る
職

場
を
確
保
し
、
生
産
性
も
向
上
す
る
よ
う
な
環
境
の

整
備
。
社
会
保
障
の
充
実
。

•�

社
会
対
話
の
推
進
…
職
場
で
の
問
題
や
紛
争
を
平
和

的
に
解
決
で
き
る
よ
う
に
、
政
・
労
・
使
の
話
し
合

い
の
促
進
。

•�

仕
事
に
お
け
る
権
利
の
保
障
…
不
利
な
立
場
に
置
か

れ
て
働
く
人
々
を
な
く
す
た
め
、
労
働
者
の
権
利
の

保
障
、
尊
重
。

Ｉ
Ｌ
Ｏ
が
特
徴
的
な
の
は
、
社
会
対
話
の
推
進
の
と

こ
ろ
に
あ
る
よ
う
に
、
政
府
（
政
）・
労
働
者
（
労
）・

使
用
者
（
使
）
が
対
等
に
参
加
す
る
「
三
者
構
成
」
で

運
営
さ
れ
て
い
る
点
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
国

際
機
関
の
な
か
で
も
唯
一
の
運
営
体
制
と
い
わ
れ
て
お

り
、
労
働
問
題
を
解
決
し
て
い
く
た
め
に
は
、
も
っ
と

も
切
実
な
利
害
関
係
者
で
あ
る
労
働
者
と
使
用
者
の
参

画
が
不
可
欠
と
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
す
※２
。

※１　�国連の専門機関とは、経済・社会・文化・教育・保健その他の分野で国際協力を推進するために設立された国際機関。よく知られている機関では、WHO（世
界保健機関）、UNESCO（国際連合教育科学文化機関）がある

※２　日本労働組合総連合会（連合）ホームページ「労働法制の決定プロセスと三者構成原則」より。https://www.jtuc-rengo.or.jp/rengo_online/2023/07/20/1563/

「ILO（国際労働機関）」
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エルダー

Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
私
た
ち
と
の
か
か
わ
り

Ｉ
Ｌ
Ｏ
に
関
す
る
概
要
を
押
さ
え
た
と
こ
ろ
で
、
実

際
に
私
た
ち
に
ど
の
よ
う
に
か
か
わ
っ
て
く
る
の
か
を

み
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

も
っ
と
も
か
か
わ
り
の
大
き
い
も
の
に
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の

使
命
や
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
国
際
的
な
労
働
基
準

の
設
定
が
あ
り
ま
す
。
設
定
の
対
象
は
、
強
制
労
働
の

禁
止
、
雇
用
・
職
業
の
差
別
待
遇
の
排
除
な
ど
の
基
本

的
人
権
に
関
連
す
る
も
の
か
ら
、
労
働
条
件
、
労
働
安

全
衛
生
、
社
会
保
障
な
ど
、
労
働
に
関
連
す
る
あ
ら
ゆ

る
分
野
に
及
ん
で
い
ま
す
。

こ
れ
ら
の
基
準
に
実
効
性
を
持
た
せ
る
た
め
に
「
条

約
」
と
「
勧
告
」
と
い
う
手
段
を
用
い
て
い
ま
す
。
条

約
は
、
２
カ
国
以
上
の
加
盟
国
が
批ひ

准じ
ゅ
ん

す
る
こ
と
で
国

際
的
に
発
効
し
、
批
准
国
は
条
約
を
実
施
す
る
た
め
に

必
要
な
措
置
を
執
る
と
い
う
国
際
的
な
義
務
を
負
う
こ

と
に
な
り
ま
す
。
一
方
で
、
勧
告
は
加
盟
国
の
事
情
が

相
当
に
異
な
る
こ
と
に
配
慮
し
、
各
国
に
適
し
た
方
法

で
適
用
で
き
る
指
針
と
な
る
も
の
で
す
。
条
約
に
は
拘

束
力
が
あ
る
が
、
勧
告
に
は
な
い
と
い
う
関
係
に
な
り

ま
す
。
な
お
、
現
在
の
条
約
数
は
全
体
で
１
９
１
（
う

ち
撤
回
・
廃
止
11
、
棚
上
げ
19
）、
勧
告
数
２
０
８
（
う

ち
撤
回
36
、
置
き
換
え
22
）
と
い
う
状
況
で
す
※３
。

日
本
の
批
准
条
約
数
は
50
で
す
。
詳
細
な
内
容
と
批

准
・
未
批
准
の
情
報
に
関
心
の
あ
る
方
は
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
で
公
開
さ
れ
て
い
る
『
国
際
労
働
基
準　
Ｉ
Ｌ

Ｏ
条
約
・
勧
告
の
手
引
き
２
０
２
５
年
版
』（
Ｉ
Ｌ
Ｏ
駐

日
事
務
所 

編
集
・
発
行
）※ 4
を
ご
参
照
い
た
だ
き
、
本

稿
で
は
、中
核
的
労
働
基
準
に
絞
っ
て
み
て
い
き
ま
す
。

中
核
的
労
働
基
準
と
は
、
労
働
に
関
す
る
最
低
限
の

基
準
を
定
め
た
も
の
で
あ
り
、
５
分
野
・
10
条
約
で
構

成
さ
れ
て
い
ま
す
（
図
表
）。
こ
の
う
ち
８
条
約
は
批

准
さ
れ
て
い
て
、「
雇
用
及
び
職
業
に
つ
い
て
の
差
別

待
遇
に
関
す
る
条
約
（
１
１
１
号
）」
と
「
職
業
上
の
安

全
及
び
健
康
に
関
す
る
条
約
（
１
５
５
号
）」
は
未
批

准
の
状
態
で
す
。
条
約
を
批
准
す
る
と
必
要
措
置
を
執

る
義
務
が
発
生
し
ま
す
の
で
、
具
体
的
に
労
働
法
制
に

反
映
し
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ
の
反
映
に
あ

た
っ
て
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
諮し

問も
ん

機
関
で
あ
る
労
働

政
策
審
議
会（
労ろ

う

政せ
い

審し
ん

）※ 5
で
審
議
に
か
け
ら
れ
た
の
ち
、

国
会
で
審
議
さ
れ
法
案
成
立
と
い
う
プ
ロ
セ
ス
を
執
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

当
然
な
が
ら
法
と
し
て
整
備
さ
れ
た
後
は
企
業
・
労

働
者
と
も
に
遵
守
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の

活
動
は
私
た
ち
の
賃
金
や
働
き
方
に
大
き
く
か
か
わ
っ

て
く
る
と
い
え
ま
す
。
例
え
ば
、
現
在
の
労
働
時
間
の

基
本
で
あ
る
１
日
８
時
間
、
週
40
時
間
の
基
準
は
、
Ｉ

Ｌ
Ｏ
の
条
約
や
勧
告
に
沿
っ
た
も
の
で
す
※ 6
。
今
後
の

動
き
と
し
て
は
、
先
述
の
職
業
上
の
安
全
及
び
健
康
に

関
す
る
条
約
（
１
５
５
号
）
に
つ
い
て
条
約
締
結
に
向

け
た
手
続
き
を
進
め
て
い
く
予
定
で
、
国
内
の
労
働
安

全
衛
生
政
策
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
想
定
さ

れ
ま
す
。

＊　
＊　
＊

次
回
は「
過
重
労
働
対
策
」に
つ
い
て
取
り
上
げ
ま
す
。

※３　�I LO駐日事務所のサイト「数字で見る国際労働基準（2023年８月時点）」https://www.ilo.org/ja/reqions-and-countries/国際労働基準（基準設
定と監視機構）

※４　I LO駐日事務所のサイト https://www.ilo.org/ja/publications/ 国際労働基準：ilo 条約・勧告の手引き 2025 年版
※５　労働政策審議会についても、公（公益代表委員）・労（労働者代表委員）・使（使用者代表委員）の三者構成で議論が行われている
※６　第１号条約に定められた内容だが、日本は直接の批准は行っていない

出典：�日本労働組合総連合会ホームページ（中核的労働基準とILO）�
https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/kokusai/ilo/

図表　中核的労働基準　５分野・10条約

結社の自由・
団体交渉権の承認

結社の自由及び団結権の保護に関する条約（87号）
団結権及び団体交渉権についての原則の適用に関する条約（98号）

強制労働の禁止 強制労働に関する条約（29号）
強制労働の廃止に関する条約（105 号）

児童労働の禁止
就業の最低年齢に関する条約（138 号）
最悪の形態の児童労働の禁止及び廃絶のための即時行動に関する条約
（182 号）

差別の撤廃
同一価値の労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する条約
（100 号）
雇用及び職業についての差別待遇に関する条約（111号）

安全で健康な労働条件 職業上の安全及び健康に関する条約（155 号）
職業上の安全及び健康促進枠組条約（187 号）
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2026.4

第66回

今
回
は
、「
過
重
労
働
対
策
」に
つ
い
て
取
り
上
げ
ま
す
。

こ
の
用
語
の
明
確
な
統
一
定
義
は
、
じ
つ
は
あ
り
ま

せ
ん
。
し
か
し
、
厚
生
労
働
省
の
「『
過
重
労
働
に
よ

る
健
康
障
害
防
止
の
た
め
の
総
合
対
策
に
つ
い
て
』
の

一
部
改
正
に
つ
い
て
」※１
を
み
る
と
、「
労
働
者
が
疲
労

を
回
復
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
よ
う
な
長
時
間
に
わ
た

る
過
重
労
働
を
排
除
し
て
い
く
と
と
も
に
、
労
働
者
に

疲
労
の
蓄
積
を
生
じ
さ
せ
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
、
労

働
者
の
健
康
管
理
に
係
る
措
置
を
適
切
に
実
施
」
と
あ

り
、“
過
重
な
労
働
の
排
除
”
や
“
健
康
管
理
措
置
”

が
キ
ー
ワ
ー
ド
と
い
え
ま
す
。
次
に
、
過
重
な
労
働
と

は
何
か
に
つ
い
て
で
す
が
、
同
資
料
で
「
長
時
間
に
わ

た
る
過
重
な
労
働
は
、
疲
労
の
蓄
積
を
も
た
ら
す
最
も

重
要
な
要
因
と
考
え
ら
れ
、
さ
ら
に
は
、
脳
・
心
臓
疾

患
の
発
症
と
関
連
性
が
強
い
」
と
あ
る
よ
う
に
“
長
時

間
労
働
”が
キ
ー
ワ
ー
ド
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
ら
か
ら
、

過
重
労
働
対
策
は
「
長
時
間
労
働
な
ど
過
重
な
労
働
に

よ
る
疲
労
蓄
積
を
防
ぎ
、
健
康
管
理
措
置
を
適
切
に
講

じ
る
取
組
み
」
と
ま
と
め
ら
れ
ま
す
。

社
会
問
題
と
し
て
の
過
重
労
働
と
過
労
死

過
重
労
働
は
、
健
康
障
害
の
み
な
ら
ず
過
労
死
と
い

う
結
果
に
つ
な
が
る
こ
と
も
あ
り
、
関
係
者
の
み
な
ら
ず

社
会
的
に
も
大
き
な
損
失
を
招
く
た
め
、
適
切
な
対
策

を
と
る
の
は
あ
た
り
前
の
行
為
と
現
在
で
は
考
え
ら
れ
て

い
ま
す
。し
か
し
、社
会
的
課
題
と
し
て
の
対
策
が
と
ら

れ
だ
し
た
の
は
そ
れ
ほ
ど
昔
の
こ
と
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

過
労
死
は
、
過
労
死
等
防
止
対
策
推
進
法（
平
成
26

年
法
律
第
１
０
０
号
）の
第
２
条
で「
業
務
に
お
け
る
過

重
な
負
荷
に
よ
る
脳
血
管
疾
患
若
し
く
は
心
臓
疾
患
を

原
因
と
す
る
死
亡
若
し
く
は
業
務
に
お
け
る
強
い
心
理

的
負
荷
に
よ
る
精
神
障
害
を
原
因
と
す
る
自
殺
に
よ
る

死
亡
又
は
こ
れ
ら
の
脳
血
管
疾
患
若
し
く
は
心
臓
疾
患

若
し
く
は
精
神
障
害
を
い
う
」と
定
義
さ
れ
て
い
ま
す
が
、

こ
の
法
律
の
制
定
は
２
０
１
４（
平
成
26
）年
と
い
ま
か

ら
10
年
ほ
ど
前
の
こ
と
で
す
。し
か
し
、長
時
間
労
働
が

招
く
過
労
死
と
い
う
用
語
自
体
は
１
９
７
０
年
代
か
ら

使
わ
れ
て
い
た
と
い
わ
れ
、海
外
メ
デ
ィ
ア
で
も“Karos

hi

”と
い
う
用
語
が
使
わ
れ
て
い
る
く
ら
い
国
際
的
に
も

日
本
の
社
会
問
題
と
し
て
注
目
さ
れ
て
い
ま
し
た
。と
こ

ろ
が
、
日
本
国
内
で
は
１
９
８
９（
平
成
元
）
年
の
こ
ろ

に“
24
時
間
戦
え
ま
す
か
”と
い
う
フ
レ
ー
ズ
が
流
行
す

る
※２
な
ど
、
長
時
間
労
働
は
む
し
ろ“
美び

徳と
く

”
と
す
る
風

潮
が
あ
り
、過
重
労
働
や
過
労
死
の
問
題
に
対
す
る
と
ら

え
方
は
い
ま
よ
り
も
緩
い
も
の
で
し
た
。
そ
こ
か
ら
さ
ま

ざ
ま
な
訴
訟
や
２
０
１
３
年
５
月
に
国
際
連
合
の
社
会

権
規
約
委
員
会
※３
が
日
本
の
過
労
死
や
長
時
間
労
働
に

対
し
て
対
策
を
と
る
よ
う
勧
告
す
る
な
ど
の
動
き
を
経

て
、同
法
の
制
定
に
至
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
そ
の
後
は
、

２
０
１
６
年
に
政
府
の
働
き
方
改
革
実
現
会
議
が
発
足

し
本
格
的
な
議
論
が
始
ま
り
、２
０
１
８
年
に
は
通
称「
働

「過重労働対策」

※１　�2008（平成 20）年 3月７日、基発第0307006号、都道府県労働局長あて厚生労働省労働基準局長通知�
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tb3741&dataType=1&pageNo=1

※２　もともとはコマーシャルの音楽で使われていたフレーズで、1989年の流行語大賞にもノミネートされている
※３　社会権規約委員会……「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」の実行を確保するために国際連合に設けられた機関
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き
方
改
革
関
連
法
」が
成
立
す
る
な
ど
し
て
、過
重
労
働

対
策
が
大
き
く
進
ん
で
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

長
時
間
労
働
の
抑
制
が
対
策
の
本
丸

過
重
労
働
の
原
因
に
つ
い
て
は
、長
時
間
労
働
だ
け

で
は
な
く
、
ス
ト
レ
ス
や
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
※４
、人
間
関

係
の
負
荷
な
ど
広
く
と
ら
え
ら
れ
て
い
ま
す
。し
か
し

な
が
ら
、疾
患
や
過
労
死
等
の
因
果
が
強
い
と
い
わ
れ

て
い
る
長
時
間
労
働
対
策
が
お
も
に
法
律
的
に
も
定
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

代
表
的
な
と
こ
ろ
を
あ
げ
て
い
く
と
、
一
つ
め
は
時

間
外
労
働
の
抑
制
で
す
。
脳
・
心
臓
疾
患
の
発
症
前
１

カ
月
間
に
お
お
む
ね
１
０
０
時
間
、
ま
た
は
発
症
前
２

カ
月
間
な
い
し
６
カ
月
間
に
わ
た
っ
て
１
カ
月
あ
た
り

お
お
む
ね
80
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労
働
が
認
め
ら
れ

る
場
合
は
、
業
務
と
発
症
と
の
関
連
性
が
強
い
と
評
価

で
き
る
と
さ
れ
、
こ
れ
ら
の
時
間
は
過
労
死
ラ
イ
ン
と

も
よ
ば
れ
て
い
ま
す
。
36
協
定
※５
の
特
別
条
項
で
も
規

制
さ
れ
て
い
る
時
間
で
あ
る
た
め
、
企
業
お
よ
び
労
働

者
は
、
こ
れ
ら
の
時
間
を
超
え
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と

は
も
と
よ
り
、
健
康
管
理
の
た
め
に
も
時
間
外
労
働
を

可
能
な
か
ぎ
り
抑
制
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

続
け
て
二
つ
め
は
、勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
で
す
。

こ
れ
は
、
終
業
時
刻
か
ら
次
の
始
業
時
刻
の
間
に
一
定
時

間
以
上
の
休
息
時
間（
イ
ン
タ
ー
バ
ル
時
間
）を
確
保
す

る
仕
組
み
で
努
力
義
務
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
休
息
時
間

に
つ
い
て
は
現
状
で
は
法
的
に
明
確
な
規
制
は
あ
り
ま
せ

ん
が
、
Ｅ
Ｕ
の
労
働
時
間
指
令
※６
が
24
時
間
に
つ
き
最
低

連
続
11
時
間
の
休
息
期
間
を
付
与
す
る
と
あ
る
こ
と
か

ら
、
日
本
で
も
11
時
間
が
目
安
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

三
つ
め
は
、労
働
時
間
の
状
況
把
握
で
す
。
こ
れ
は
、

労
働
安
全
衛
生
法
に
よ
り
２
０
１
９
年
４
月
か
ら
企
業

に
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
の
は

把
握
す
る
方
法
で
、原
則
は
タ
イ
ム
カ
ー
ド・Ｉ
Ｃ
カ
ー

ド
・
パ
ソ
コ
ン
等
の
使
用
時
間
な
ど
の
客
観
的
な
方
法

で
把
握
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
点
で
す
。
把
握
し
た
労

働
時
間
の
状
況
か
ら
毎
月
１
回
以
上
、
一
定
の
期
日
を

定
め
て
時
間
外
・
休
日
労
働
時
間
を
算
定
し
、
月
80
時

間
超
え
の
労
働
者
が
い
た
場
合
は
労
働
者
本
人
に
速
や

か
に
通
知
す
る
よ
う
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

過
重
労
働
対
策
は
依
然
と
し
て
重
要
な
課
題

最
後
に
、
統
計
か
ら
過
重
労
働
対
策
を
と
り
ま
く
状

況
を
確
認
し
た
い
と
思
い
ま
す
。『
令
和
７
年
版 

過
労
死

等
防
止
対
策
白
書
』（
厚
生
労
働
省
、２
０
２
５〈
令
和
７
〉

年
10
月
）
を
み
る
と
、
週
労
働
時
間
40
時
間
以
上
の
雇

用
者
に
占
め
る
週
労
働
時
間
60
時
間
以
上
の
雇
用
者
の

割
合
（
時
間
外
労
働
80
時
間
以
上
の
雇
用
者
の
割
合
に

近
い
）
は
、
２
０
０
３
年
17
・
９
％
で
あ
っ
た
も
の
が

２
０
１
９
年
10
・
９
％
、
２
０
２
４
年
８
・
０
％
の
状

況
で
、
明
確
に
減
少
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

し
か
し
、業
種
別
に
み
る
と
、２
０
２
４
年
で
製
造
業
４・

９
％
、
情
報
通
信
業
５
・
８
％
に
対
し
て
、
運
輸
業
・

郵
便
業
17・７
％
、
宿
泊
業・飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
15・１
％

と
業
界
に
よ
り
大
き
な
ば
ら
つ
き
が
み
ら
れ
ま
す
。

過
重
労
働
の
是
正
は
、
行
政
も
強
い
姿
勢
を
示
し
て

い
ま
す
。
労
働
基
準
監
督
署
（
労
基
署
）※７
の
臨
検
監

督
の
徹
底
に
加
え
、
厚
生
労
働
省
は
２
０
１
５
年
に
長

時
間
労
働
対
策
を
目
的
と
し
た
特
別
部
署
・
チ
ー
ム

「
過
重
労
働
撲
滅
特
別
対
策
班
（
通
称
：
か
と
く
）」
を

設
置
し
、
違
法
な
長
時
間
労
働
に
対
す
る
高
度
な
捜
査

や
労
基
署
の
管
轄
を
超
え
た
調
査
・
勧
告
な
ど
に
対
応

し
て
い
ま
す
。
労
働
時
間
に
関
す
る
取
り
締
ま
り
は

年
々
厳
し
く
な
っ
て
い
る
と
い
う
声
が
あ
る
一
方
で
、

例
え
ば
、「
長
時
間
労
働
が
疑
わ
れ
る
事
業
場
に
対
す

る
令
和
６
年
度
の
監
督
指
導
結
果
」
を
み
る
と
、
労
働

基
準
関
係
法
令
違
反
が
あ
っ
た
事
業
場
の
う
ち
42
・

４
％
が
違
法
な
時
間
外
労
働
に
関
す
る
も
の
で
、
う
ち

時
間
外
・
休
日
労
働
の
実
績
が
も
っ
と
も
長
い
労
働
者

の
時
間
数
が
１
カ
月
あ
た
り
１
０
０
時
間
を
超
え
る
も

の
は
28
・
４
％
、
１
５
０
時
間
を
超
え
る
も
の
は
５
・

８
％
、
２
０
０
時
間
を
超
え
る
も
の
は
１・１
％
な
ど
、

過
重
労
働
を
撲
滅
す
る
ま
で
に
は
ま
だ
ま
だ
越
え
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
ハ
ー
ド
ル
が
あ
り
そ
う
で
す
。

次
回
は
「
女
性
活
躍
推
進
法
」
に
つ
い
て
取
り
上
げ

ま
す
。

※４、5、７は
こちらから
読みとれます

※４

※5

※7

※４　�パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、カスタマーハラスメントなど。「ハラスメント」については、本誌2023年4月号参照。　�
https://www.jeed.go.jp/elderly/data/elder/book/elder_202304/index.html#page=58

※５　「36協定」については、本誌2025年12月号を参照。　https://www.jeed.go.jp/elderly/data/elder/book/elder_202512/index.html#page=50
※６　EU労働時間指令……EU圏内の労働者の安全や衛生を守るため、労働時間や休息について定めたもの
※７　「労働基準監督署」については、本誌2026年1月号を参照。　https://www.jeed.go.jp/elderly/data/elder/book/elder_202601/index.html#page=54
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2026.5

第67回

今
回
は
、「
女
性
活
躍
推
進
法
」（
以
下
、「
本
法
」）

に
つ
い
て
取
り
上
げ
ま
す
。
正
式
名
称
は
「
女
性
の
職

業
生
活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」
で
、

２
０
１
５
（
平
成
27
）
年
９
月
に
公
布
、
２
０
１
６
年

４
月
に
全
面
施
行
さ
れ
て
い
ま
す
。

ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を

推
進
す
る
法
律

本
法
の
趣
旨
を
理
解
す
る
た
め
に
は
、
制
定
の
背
景

を
知
る
こ
と
が
と
て
も
重
要
で
す
。
公
布
さ
れ
た
年
度

に
厚
生
労
働
省
か
ら
出
さ
れ
た
『
平
成
27
年
版 

働
く

女
性
の
実
情
』
は
、
わ
が
国
は
急
速
な
人
口
減
少
局
面

を
迎
え
将
来
の
労
働
力
不
足
が
懸
念
さ
れ
る
な
か
で
、

国
民
の
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
や
グ
ロ
ー
バ
ル
化
等
に
対
応

し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
人
材
の
多
様
性
（
ダ
イ
バ
ー
シ

テ
ィ
）
を
確
保
す
る
こ
と
が
不
可
欠
と
し
て
い
ま
す
。

そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
就
業
を
希
望
し
て
い
な
が
ら

働
い
て
い
な
い
女
性
が
約
３
０
０
万
人
、
第
一
子
出
産

を
機
に
離
職
す
る
女
性
が
約
６
割
、
離
職
し
て
か
ら
の

再
就
職
は
非
正
規
労
働
者
に
な
る
場
合
が
多
く
、
管
理

職
に
占
め
る
女
性
の
割
合
は
欧
米
・
ア
ジ
ア
諸
国
に
比

べ
て
低
い
な
ど
、
働
く
場
面
に
お
い
て
女
性
の
力
が
十

分
発
揮
で
き
る
状
況
に
な
い
な
ど
の
課
題
が
あ
る
と
し

て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
状
況
を
ふ
ま
え
、
女
性
の
個
性

と
能
力
を
十
分
に
発
揮
で
き
る
社
会
を
実
現
す
る
た
め

に
、
本
法
が
成
立
し
た
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

本
法
の
特
徴
は
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
推

進
す
る
こ
と
に
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
社
会
的
・
構
造

的
な
差
別
に
よ
っ
て
不
利
益
を
被
っ
て
い
る
者
に
対
し

て
、
一
定
の
範
囲
で
特
別
の
機
会
を
提
供
す
る
こ
と
で
、

結
果
の
改
善
を
求
め
る
施
策
を
国
や
自
治
体
、
事
業
主

に
求
め
る
も
の
で
す
。
本
法
よ
り
前
の
１
９
８
６（
昭
和

61
）年
４
月
に
雇
用
や
定
年
、
退
職
・
解
雇
、
労
働
時
間

等
の
男
女
間
の“
差
別
的
な
取
扱
い
を
禁
止
”
す
る
男

女
雇
用
機
会
均
等
法
が
施
行
さ
れ
女
性
の
雇
用
や
処
遇

の
改
善
に
寄
与
し
て
き
ま
し
た
が
、よ
り
い
っ
そ
う
の“
結

果
の
改
善
の
推
進
”を
図
る
の
が
本
法
と
い
え
ま
す
。

本
法
は
２
０
２
５
（
令
和
７
）
年
度
末
ま
で
の
有
効

期
限
10
年
間
の
時
限
立
法
※１
で
し
た
。し
か
し
、女
性
の

活
躍
は
徐
々
に
進
み
つ
つ
あ
る
も
の
の
課
題
が
依
然
と

し
て
存
在
す
る
と
し
て
、２
０
２
５
年
６
月
の
改
正（
２

０
２
６
年
４
月
１
日
施
行
）に
よ
り（
以
下
、「
改
正
法
」）、

さ
ら
に
10
年
間
期
限
が
延
長
※２
さ
れ
て
い
ま
す
。

行
動
計
画
の
策
定
と
情
報
公
開
が
メ
イ
ン

そ
れ
で
は
、
本
法
の
概
要
を
み
て
み
ま
し
ょ
う
。
本

法
で
は
、
国
・
地
方
公
共
団
体
・
事
業
主
の
責
務
が
明

確
化
さ
れ
て
い
ま
す
。

お
も
な
内
容
と
し
て
は
、
女
性
活
躍
を
推
進
す
る
た

め
の
具
体
的
な
行
動
計
画
の
策
定（
常
用
労
働
者
数
１

０
１
人
以
上
の
事
業
主
は
義
務
※３
）
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

「女性活躍推進法」

※１　時限立法……一定の目的を期間内に達成する必要がある場合に制定する法律。期限までに目的が達成されない場合は、延長される場合がある
※２　本法の期限は 2036 年度末まで延長されている
※３　本法制定時は常用労働者 301 人以上の事業主が義務だったが、改正により 101 人以上の企業に範囲が拡大
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本
法
の
特
徴
は
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
推

進
す
る
こ
と
に
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
社
会
的
・
構
造

的
な
差
別
に
よ
っ
て
不
利
益
を
被
っ
て
い
る
者
に
対
し

て
、
一
定
の
範
囲
で
特
別
の
機
会
を
提
供
す
る
こ
と
で
、

結
果
の
改
善
を
求
め
る
施
策
を
国
や
自
治
体
、
事
業
主

に
求
め
る
も
の
で
す
。
本
法
よ
り
前
の
１
９
８
６（
昭
和

61
）年
４
月
に
雇
用
や
定
年
、
退
職
・
解
雇
、
労
働
時
間

等
の
男
女
間
の“
差
別
的
な
取
扱
い
を
禁
止
”
す
る
男

女
雇
用
機
会
均
等
法
が
施
行
さ
れ
女
性
の
雇
用
や
処
遇

の
改
善
に
寄
与
し
て
き
ま
し
た
が
、よ
り
い
っ
そ
う
の“
結

果
の
改
善
の
推
進
”を
図
る
の
が
本
法
と
い
え
ま
す
。

本
法
は
２
０
２
５
（
令
和
７
）
年
度
末
ま
で
の
有
効

期
限
10
年
間
の
時
限
立
法
※１
で
し
た
。し
か
し
、女
性
の

活
躍
は
徐
々
に
進
み
つ
つ
あ
る
も
の
の
課
題
が
依
然
と

し
て
存
在
す
る
と
し
て
、２
０
２
５
年
６
月
の
改
正（
２

０
２
６
年
４
月
１
日
施
行
）に
よ
り（
以
下
、「
改
正
法
」）、

さ
ら
に
10
年
間
期
限
が
延
長
※２
さ
れ
て
い
ま
す
。

行
動
計
画
の
策
定
と
情
報
公
開
が
メ
イ
ン

そ
れ
で
は
、
本
法
の
概
要
を
み
て
み
ま
し
ょ
う
。
本

法
で
は
、
国
・
地
方
公
共
団
体
・
事
業
主
の
責
務
が
明

確
化
さ
れ
て
い
ま
す
。

お
も
な
内
容
と
し
て
は
、
女
性
活
躍
を
推
進
す
る
た

め
の
具
体
的
な
行
動
計
画
の
策
定（
常
用
労
働
者
数
１

０
１
人
以
上
の
事
業
主
は
義
務
※３
）
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

こ
れ
は
、①
女
性
の
活
躍
に
関
す
る
状
況
把
握
・
課
題
分

析（
女
性
労
働
者
の
割
合・男
女
の
平
均
勤
続
年
数
差
異・

平
均
残
業
時
間
等
の
労
働
時
間
・
女
性
管
理
職
比
率
な

ど
）、
②
一
般
事
業
主
行
動
計
画
の
策
定（
計
画
期
間
や

数
値
目
標
・
取
組
内
容
・
実
施
期
間
）・
社
内
周
知
・
公
表
、

③
都
道
府
県
労
働
局
へ
の
行
動
計
画
届
出
、
④
数
値
目

標
の
達
成
状
況
や
取
組
み
の
実
施
状
況
の
点
検
・
評
価

の
四
つ
の
取
組
み
を
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
よ
う
に
回

し
、
次
期
の
取
組
み
に
つ
な
げ
て
い
く
も
の
で
す
。

次
の
お
も
な
内
容
と
し
て
は
女
性
の
職
業
選
択
に
資

す
る
情
報
の
公
表
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。
情
報
の
公
表
に

よ
り
、
企
業
の
女
性
活
躍
に
対
す
る
姿
勢
を
表
し
、
求

職
者
が
企
業
選
択
の
要
素
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う

に
す
る
た
め
の
も
の
で
す
。
常
用
労
働
者
１
０
１
人
以

上
の
事
業
主
に
は
、
男
女
間
賃
金
差
異
お
よ
び
女
性
管

理
職
比
率
の
公
表
を
義
務
づ
け
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
に

加
え
て
、１
０
１
人
以
上
の
事
業
主
に
は
１
項
目
以
上
、

３
０
１
人
以
上
の
事
業
主
に
は
２
項
目
以
上
の
公
表
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
※４
。
各
企
業
の
公
開
情
報
や
取
組

み
内
容
は
「
女
性
の
活
躍
推
進
企
業
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
※ 5
」

（
厚
生
労
働
省
）
に
詳
し
く
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
ほ
か
、本
法
で
は
女
性
活
躍
を
推
進
す
る
た
め
の

支
援
措
置
に
つ
い
て
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
対
象
と
な

る
取
組
内
容
と
し
て
は
、
女
性
の
活
躍
推
進
に
関
す
る

状
況
等
が
優
良
な
事
業
主
を
認
定
す
る「
え
る
ぼ
し
※ 6
」

認
定
制
度
が
本
法
制
定
時
か
ら
あ
り
ま
し
た
が
、
改
正

法
に
よ
り
、
職
場
に
お
け
る
女
性
の
健
康
支
援
に
取
り

組
む
企
業
を
認
定
す
る「
え
る
ぼ
し
プ
ラ
ス（
３
段
階
）」

お
よ
び
「
プ
ラ
チ
ナ
え
る
ぼ
し
プ
ラ
ス
」
の
認
定
が
追

加
さ
れ
ま
し
た
。
な
お
、
改
正
法
に
よ
り
女
性
活
躍
の

推
進
に
あ
た
っ
て
の
女
性
の
健
康
上
の
特
性
に
配
慮
し

て
行
わ
れ
る
べ
き
旨
が
明
確
化
さ
れ
て
い
る
点
も
押
さ

え
て
お
き
た
い
と
こ
ろ
で
す
。

統
計
で
み
る
課
題

最
後
に
、
統
計
に
よ
っ
て
女
性
活
躍
推
進
の
課
題
を

確
認
し
た
い
と
思
い
ま
す
。「
雇
用
の
分
野
に
お
け
る

女
性
活
躍
推
進
に
関
す
る
検
討
会
」（
第
11
回　

２
０

２
４
年
８
月
１
日
）
の
参
考
資
料
中
「
第
５
次
男
女
共

同
参
画
基
本
計
画
の
目
標
値
の
進
捗
状
況
」（
図
表
）

を
参
照
す
る
と
、
令
和
５
年
時
点
で
到
達
す
べ
き
数
値

（
目
標
値
）
に
対
し
て
、
25
歳
か
ら
44
歳
ま
で
の
女
性

の
就
業
率
と
、
え
る
ぼ
し
認
定
企
業
数
は
達
成
し
て
い

ま
す
が
、
事
業
主
の
情
報
公
表
項
目
に
も
な
っ
て
い
る

女
性
管
理
職
比
率
は
、
課
長
相
当
職
は
令
和
２
年
よ
り

も
増
え
て
い
る
も
の
の
令
和
５
年
目
標
値
に
対
し
て
未

達
、
部
長
相
当
職
に
い
た
っ
て
は
令
和
２
年
よ
り
も
減

少
し
て
い
る
状
態
で
す
。
こ
の
ほ
か
、
同
資
料
に
男
女

間
賃
金
差
異
の
経
年
比
較
が
あ
り
ま
す
が
、
長
期
的
に

は
縮
小
傾
向
に
あ
る
も
の
の
男
性
の
所
定
内
給
与
額
を

１
０
０
と
し
た
と
き
の
女
性
の
給
与
額
が
同
法
施
行
年

の
２
０
１
６
年
の
72
・
９
％
に
対
し
て
２
０
２
３
年
は

74
・
８
％
と
大
幅
に
改
善
し
た
と
は
い
い
が
た
い
状
態

で
す
。
ま
た
、
女
性
の
就
業
率
は
上
昇
し
て
い
る
も
の

の
、正
規
雇
用
比
率
は
30
歳
代
以
降
に
低
下
し
「
Ｌ
字
」

カ
ー
ブ
※ 7
を
描
い
て
い
る
と
の
指
摘
も
あ
り
、
本
法
制

定
の
背
景
に
あ
っ
た
課
題
は
続
い
て
い
る
と
い
え
そ
う

で
す
。

次
回
は
「
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
に
つ
い
て
取
り
上
げ

ま
す
。

※４　対象項目は、サイトの資料にわかりやすくまとめられている。 https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001663919.pdf
※ 5　https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb
※6　認定要件の取得度に応じて、「えるぼし（３段階）」、「プラチナえるぼし」を認定。 https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001671864.pdf
※7　�女性の正規雇用比率が 20 歳代後半にピークを迎え、その後右肩下がりになるグラフを 90 度回転させると「Ｌ」に似ていることから、出産を契機に、

女性が非正規雇用化することをさす

出典：第 11 回雇用の分野における女性活躍推進に関する検討会（参考資料）

★1　資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
★ 2　資料出所：総務省「労働力調査（基本集計）当該年平均」
★ 3　厚生労働省調べ

図表　�第５次男女共同参画基本計画の目標値の進捗状況

項　目 目標値
（令和7年）

策定当時
（令和2年）

最新値
（令和5年）

等速で目標値を達成す
る場合、令和５年時点
で到達すべき数値

部長相当職に占める女性の割合
★1 12% 8.5% 8.3% 10.6%

課長相当職に占める女性の割合 18% 11.5% 13.2% 15.4%

係長相当職に占める女性の割合 30% 21.3% 23.5% 26.52%

25歳から44歳までの
女性の就業率　★2 82% 77.4% 80.8% 80.16%

えるぼし認定の企業数　★3 2,500社 1,209社 2,534社 1,983.6社
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　人事労務管理は社員の雇用や働き方だけでなく、経営にも直結する重要な仕事ですが、制度に慣れてい
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おきたい人事労務関連の基本知識や用語についてわかりやすく解説します。
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第68回

今
回
は
、「
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
に
つ
い
て
取
り
上

げ
ま
す
。

ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
は

短
期
的
・
単
発
の
働
き
方

ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
は
、
Ｓ
Ｐ
Ｏ
Ｔ
（
一
時
的
）
と
Ｗ

Ｏ
Ｒ
Ｋ
（
働
く
）
を
組
み
合
わ
せ
た
造
語
で
、
法
律
に

お
い
て
定
め
ら
れ
た
用
語
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

厚
生
労
働
省
の
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
『「
知
ら
な
い
」
で

は
済
ま
さ
れ
な
い「
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」の
労
務
管
理
』

（
２
０
２
５〈
令
和
７
〉年
７
月
）※１
に
よ
る
と「
ス
ポ
ッ

ト
ワ
ー
ク
と
は
、
短
時
間
・
単
発
の
就
労
を
内
容
と
す

る
雇
用
契
約
の
も
と
で
働
く
こ
と
」
と
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
財
務
省
の
資
料
で
あ
る
『
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
市

場
の
動
向
と
展
望
に
つ
い
て
』
※２
の
説
明
が
、
こ
の
働

き
方
の
特
徴
を
よ
り
示
し
て
お
り
、「
継
続
し
た
雇
用

関
係
を
持
た
ず
、
数
時
間
～
数
日
間
の
期
日
で
働
く
こ

と
」
と
し
て
い
ま
す
（
傍
線
は
筆
者
に
よ
る
）。

こ
の
よ
う
な
働
き
方
を
す
る
人
を
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー

カ
ー
と
呼
び
ま
す
が
、重
要
な
の
は
、短
期
間
で
も
業
務

を
発
注
し
た
事
業
主
と
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
カ
ー
の
間
に
は

直
接
の
雇
用
契
約
が
結
ば
れ
る
と
い
う
点
で
す
。
こ
の

た
め
、短
時
間
・
単
発
の
仕
事
で
あ
ろ
う
と
労
働
基
準
法

の
対
象
と
な
り
ま
す
。
同
じ
よ
う
な
働
き
方
を
示
す
用

語
に
ギ
グ
ワ
ー
ク
が
あ
り
ま
す
が
、こ
ち
ら
は
短
期
的
・

単
発
の
仕
事
を
業
務
委
託
契
約
に
基
づ
き
実
施
す
る
た

め
、原
則
的
に
は
労
働
基
準
法
の
対
象
外
と
な
り
ま
す
。

ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
態
に
つ
い
て
は
さ
ま
ざ
ま
な

形
態
が
あ
る
も
の
の
、
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
仲
介
事
業
者

が
運
営
す
る
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ア
プ
リ
を
通
し
て
、
事

業
主
が
掲
載
し
た
求
人
に
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
カ
ー
が
応
募

し
、
面
接
等
を
経
る
こ
と
な
く
、
短
時
間
に
求
人
と
応

募
を
マ
ッ
チ
ン
グ
さ
せ
る
こ
と
で
雇
用
契
約
が
成
立

し
、
仲
介
事
業
者
が
賃
金
の
立
替
払
い
ま
で
行
う
サ
ー

ビ
ス
が
多
く
採
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を

は
じ
め
と
し
た
政
府
の
資
料
も
お
お
よ
そ
こ
の
形
態
を

前
提
に
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
働
き
方
は

急
速
に
拡
大
し
て
い
る

こ
の
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
働
き
方
は
、
近
年
急
速
に

拡
大
し
て
い
ま
す
。

拡
大
の
要
因
は
三
つ
に
整
理
で
き
ま
す
。
一
つ
め
は
労

働
力
の
確
保
と
い
う
事
業
者
側
の
ニ
ー
ズ
で
す
。
日
本

労
働
組
合
総
連
合
会（
連
合
）が
ま
と
め
た
『
ス
ポ
ッ
ト

ワ
ー
ク
に
関
す
る
調
査
２
０
２
５
』（
２
０
２
５
年
１
月

公
表
）（
以
下
、「連
合
調
査
」）※3
に
よ
る
と
、ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー

ク
で
従
事
し
た
こ
と
が
あ
る
仕
事
の
内
容
の
う
ち
回
答

上
位
３
位
は
、「
倉
庫
作
業
員（
27
・
５
％
）」、「
飲
食
店

ス
タ
ッ
フ
（
21
・
０
％
）」、「
イ
ベ
ン
ト
ス
タ
ッ
フ
（
17
・

２
％
）」と
い
う
、
求
人
し
て
も
応
募
者
が
集
ま
り
に
く

い
業
務
や
か
ぎ
ら
れ
た
期
間
中
に
人
手
が
必
要
な
業
務

「スポットワーク」

※１　�本資料は事業主向けで、働き手向けには『ご存じですか？「スポットワーク」の注意点』という資料がある。�
いずれも、https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_59321.html から参照可能

※２　�本資料はスポットワークの登場から現状の動向、市場拡大の背景、課題と展望までがコンパクトにまとめられている。�
�https://www.mof.go.jp/public_relations/finance/202412/202412l.pdf

※ 3　�以下のホームページでご覧になれます。�
https://www.jtuc-rengo.or.jp/info/chousa/data/20250123.pdf
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エルダー45

が
あ
が
っ
て
い
ま
す
。
二
つ
め
は
短
期
的
・
単
発
業
務

に
対
す
る
ニ
ー
ズ
の
高
ま
り
で
す
。
連
合
調
査
の
ス
ポ
ッ

ト
ワ
ー
ク
で
働
こ
う
と
思
っ
た
理
由
の
回
答
上
位
３
位

は
、「
生
活
の
た
め
に
収
入
を
得
た
い
か
ら（
27・１
％
）」、

「
空
い
て
い
る
時
間
を
有
効
活
用
し
た
い
か
ら（
24
・

５
％
）」、「
賃
金
が
す
ぐ
に
受
け
取
れ
る
か
ら（
18・４
％
）」

と
な
っ
て
い
ま
す
。三
つ
め
は
、Ｉ
Ｔ
の
進
化
に
よ
る
サ
ー

ビ
ス
の
利
便
性
で
す
。ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ア
プ
リ
で
応
募

か
ら
賃
金
払
い
ま
で
一
貫
し
て
〝
手
軽
に
〟
実
施
で
き

る
サ
ー
ビ
ス
は
、
空
い
て
い
る
時
間
で
す
ぐ
に
稼
ぎ
た

い
と
い
う
ニ
ー
ズ
に
対
し
て
、非
常
に
マ
ッ
チ
し
て
い
る

と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。こ
の
仕
組
み
が
あ
っ
て
こ
そ
の
ス

ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
拡
大
で
あ
る
た
め
、
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー

ク
と
い
う
用
語
よ
り
も
Ｃ
Ｍ
で
流
れ
て
い
る
サ
ー
ビ
ス

名
※4
や
そ
の
際
に
使
わ
れ
る
ス
キ
マ
バ
イ
ト
と
い
う
用
語

の
方
が
む
し
ろ
一
般
的
に
な
じ
み
が
あ
る
と
い
え
ま
す
。

こ
れ
ら
の
要
因
か
ら
、
内
閣
府
の
『
令
和
７
年
度
年

次
経
済
財
政
報
告
』
の
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
拡
大
の
状

況
を
参
照
す
る
と
、２
０
１
９
年
12
月
時
点
で
は
ス
ポ
ッ

ト
ワ
ー
ク
ア
プ
リ
の
延
べ
登
録
者
数
は
３
３
０
万
人
程

度
だ
っ
た
も
の
が
、
２
０
２
５
年
１
月
時
点
に
は
３
２

０
０
万
人
程
度
と
、
10
倍
近
く
に
拡
大
し
て
い
ま
す
。

ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
課
題

一
方
で
、
急
速
な
拡
大
に
と
も
な
い
課
題
も
顕
在
化

し
て
い
ま
す
。
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
カ
ー
に
つ
い
て
の
保
護

法
な
ど
は
現
行
で
は
特
に
な
く
、
短
期
的
・
単
発
の
業

務
で
あ
っ
て
も
通
常
の
労
働
者
と
は
変
わ
ら
な
い
と
い

う
位
置
づ
け
で
労
働
基
準
法
が
適
用
さ
れ
ま
す
。
し
か

し
、
そ
の
認
識
・
順
守
が
不
足
し
て
い
る
ケ
ー
ス
も
多

く
あ
る
の
が
実
際
の
と
こ
ろ
で
す
。

例
え
ば
連
合
調
査
に
よ
る
と
、
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
で

働
い
て
い
る
際
に
仕
事
上
の
ト
ラ
ブ
ル
を
経
験
す
る
こ

と
が
あ
っ
た
か
と
い
う
問
い
に
対
し
て
は
、
46
・
８
％

が
ト
ラ
ブ
ル
経
験
あ
り
の
回
答
で
、
ト
ラ
ブ
ル
の
内
容

は
「
仕
事
内
容
が
求
人
情
報
と
違
っ
た
（
19
・
２
％
：

回
答
上
位
１
位
）」、「
労
働
条
件
が
求
人
情
報
と
違
っ

た
（
16
・
５
％
：
同
４
位
）」、「
急
に
仕
事
が
取
消
し

に
な
っ
た
（
15
・
６
％
：
同
６
位
）」
と
い
う
状
況
で
す
。

い
ず
れ
も
労
働
基
準
法
に
照
ら
す
と
違
反
の
指
摘
を
受

け
ざ
る
を
得
な
い
内
容
で
す
。

特
に
、
雇
用
契
約
成
立
後
の
仕
事
の
取
消
し
に
つ
い

て
は
、
出
勤
前
の
取
消
し
で
あ
れ
ば
賃
金
を
支
払
わ
な

い
と
い
う
ケ
ー
ス
が
頻
発
し
た
こ
と
も
あ
り
、
訴
訟
に

も
発
展
し
ま
し
た
。
こ
の
よ
う
な
こ
と
も
あ
り
、
厚
生

労
働
省
は
、「
別
途
特
段
の
合
意
が
な
け
れ
ば
、
事
業

主
が
掲
載
し
た
求
人
に
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
カ
ー
が
応
募
し

た
時
点
で
労
使
双
方
の
合
意
が
あ
っ
た
も
の
と
し
て
労

働
契
約
が
成
立
す
る
も
の
」
と
し
て
、
事
業
主
の
都
合

で
丸
１
日
の
休
業
ま
た
は
仕
事
の
早
上
が
り
を
さ
せ
た

場
合
に
は
、
休
業
手
当
ま
た
は
該
当
す
る
賃
金
を
支
払

う
よ
う
に
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
に
ま
と
め
周
知
・
徹
底
す
る

こ
と
と
し
ま
し
た
。

こ
の
ほ
か
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
に
は
、
業
務
に
必
要
な
準

備
行
為
等
も
労
働
時
間
で
あ
る
点
や
一
方
的
な
賃
金
の

減
額
は
違
法
で
あ
る
点
、
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
カ
ー
も
労
災

保
険
※5
給
付
の
対
象
で
あ
る
点
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策

が
行
わ
れ
る
べ
き
点
な
ど
に
つ
い
て
も
記
載
さ
れ
て
い

ま
す
。
あ
た
り
前
に
遵
守
す
べ
き
事
項
と
し
て
一
般
的

に
浸
透
し
て
い
る
よ
う
な
内
容
で
す
が
、
ス
ポ
ッ
ト

ワ
ー
ク
は
“
手
軽
に
”
成
立
す
る
こ
と
か
ら
、事
業
主・

ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
カ
ー
と
も
に
労
働
基
準
法
へ
の
意
識
が

低
く
な
り
が
ち
な
の
が
課
題
と
い
え
ま
す
。

ま
た
、
空
い
た
時
間
を
活
用
す
る
と
い
う
働
き
方
に

つ
い
て
は
、
長
い
社
会
人
経
験
や
ス
キ
ル
を
有
し
た
シ

ニ
ア
層
が
に
な
い
手
に
な
る
可
能
性
は
十
分
に
あ
る
と

考
え
ら
れ
ま
す
。
し
か
し
、
株
式
会
社
パ
ー
ソ
ル
総
合

研
究
所
の
「
ス
キ
マ
バ
イ
ト
／
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
関

す
る
定
量
調
査
」（
２
０
２
５
年
１
月
公
表
）に
よ
る
と
、

ス
キ
マ
バ
イ
ト（
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）の
経
験
率
で
も
っ

と
も
多
い
の
は
20
～
29
歳
で
あ
り
、
60
～
69
歳
は
２
％

に
も
満
た
な
い
状
態
で
す
。
若
年
層
に
は
わ
か
り
や
す

い
ス
ポ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ア
プ
リ
の
仕
組
み
が
シ
ニ
ア
層
に

は
な
じ
み
に
く
い
点
は
否
定
で
き
ず
、
シ
ニ
ア
向
け

サ
ー
ビ
ス
の
充
実
が
待
た
れ
ま
す
。

＊　
＊　
＊

次
回
は
、「
労
働
委
員
会
」に
つ
い
て
取
り
上
げ
ま
す
。
※4　�スポットワークの健全な発展の推進を目的とした「一般社団法人スポットワーク協会」の会員であるタイミー社のサービスなどは有名で、年次経済財政報告

に統計情報のデータ提供を行っている
※5　労災保険……労働者が仕事や通勤が原因で負傷した場合、また、病気になった場合や亡くなった場合に行われる給付
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第69回

今
回
は
、「
労
働
委
員
会
」に
つ
い
て
取
り
上
げ
ま
す
。

労
使
紛
争
の
解
決
を
図
る
機
関

労
働
委
員
会
の
定
義
に
つ
い
て
は
、「
労
働
委
員
会
は

労
使
間（
労
働
者・使
用
者
間
）の
ト
ラ
ブ
ル（
労
使
紛
争
）

を
解
決
す
る
た
め
に
、法
律
に
よ
っ
て
設
け
ら
れ
た
行
政

機
関
で
、ト
ラ
ブ
ル
の
自
主
的
な
解
決
が
困
難
な
場
合
に
、

中
立
・
公
正
な
立
場
で
問
題
解
決
の
手
伝
い
を
す
る
※１
」

と
『
労
働
委
員
会
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
』（
全
国
労
働
委
員
会

連
絡
協
議
会
）
に
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
労
働
組
合
法

第
19
条
に
基
づ
く
機
関
で
あ
り
、国
の
機
関
で
あ
る
中
央

労
働
委
員
会（
中
労
委
）と
、各
都
道
府
県
の
機
関
で
あ

る
都
道
府
県
労
働
委
員
会
の
２
種
類
が
あ
り
ま
す
。
労

使
紛
争
の
内
容
が
一
つ
の
都
道
府
県
の
こ
と
で
あ
れ
ば

都
道
府
県
労
働
委
員
会
、二
つ
以
上
の
都
道
府
県
に
関

係
す
る
場
合
は
中
央
労
働
委
員
会
の
扱
い
と
な
り
ま
す
。

こ
の
機
関
の
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
は
、「
中
立
・
公
正
な

立
場
で
」
紛
争
の
解
決
を
図
る
と
い
う
点
で
す
。
労
使

間
で
ト
ラ
ブ
ル
が
発
生
し
て
、
そ
れ
が
社
内
で
解
決
で

き
な
い
場
合
に
第
三
者
の
労
働
委
員
会
に
相
談
す
る
と

い
う
流
れ
に
な
り
ま
す
。
解
決
で
き
な
い
と
い
う
時
点

で
、
労
働
者
と
使
用
者
の
間
で
意
見
の
相
違
が
あ
る
た

め
、
解
決
を
図
る
側
の
労
働
委
員
会
に
労
使
い
ず
れ
か

に
偏
っ
た
意
見
が
強
い
と
い
う
状
態
は
望
ま
し
く
な
い

こ
と
に
な
り
ま
す
。
そ
こ
で
、
解
決
を
図
る
立
場
の
労

働
委
員
会
の
委
員
は
、
労
働
者
の
代
表
と
し
て
労
働
組

合
か
ら
推
薦
さ
れ
た
労
働
者
委
員
、
使
用
者
の
代
表
と

し
て
使
用
者
団
体
か
ら
推
薦
さ
れ
た
使
用
者
委
員
、
中

立
的
な
第
三
者
の
立
場
と
し
て
学
識
経
験
者
や
法
曹
関

係
者
か
ら
な
る
公
益
委
員
で
構
成
さ
れ（
三
者
構
成
※２
）、

任
期
は
２
年
で
す
。
中
央
労
働
委
員
会
の
人
数
は
三
者

同
数
15
名
ず
つ
（
計
45
名
）
で
内
閣
総
理
大
臣
に
よ
り

任
命
さ
れ
ま
す
。
都
道
府
県
労
働
委
員
会
は
各
機
関
に

よ
り
人
数
が
異
な
り
（
東
京
都
は
そ
れ
ぞ
れ
13
名
、
愛

知
県
は
そ
れ
ぞ
れ
７
名
な
ど
）
都
道
府
県
知
事
に
よ
り

任
命
さ
れ
ま
す
。
公
平
性
を
期
す
た
め
に
、
委
員
の
経

歴
・
現
職
、
労
働
者
委
員
・
使
用
者
委
員
・
公
益
委
員

の
い
ず
れ
で
あ
る
か
の
名
簿
が
厚
生
労
働
省
や
都
道
府

県
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど
で
公
開
さ
れ
て
い
ま
す
。

集
団
的
労
使
紛
争
と
個
別
的
労
使
紛
争

労
働
委
員
会
が
か
か
わ
る
労
使
紛
争
は
、
労
働
組
合

と
使
用
者
と
の
間
で
生
じ
る
集
団
的
労
使
紛
争
と
労
働

者
個
人
と
使
用
者
の
間
で
生
じ
る
個
別
的
労
使
紛
争
に

分
か
れ
ま
す
。
労
働
委
員
会
の
役
割
と
し
て
、
労
働
組

合
法
お
よ
び
労
働
関
係
調
整
法
で
役
割
が
明
記
さ
れ
て

い
る
の
は
集
団
的
労
使
紛
争
で
す
。
労
働
委
員
会
の
お

も
な
役
割
を
整
理
す
る
と
、「
労
働
争
議
の
調
整
」、「
不

当
労
働
行
為
事
件
の
審
査
」、「
労
働
組
合
の
資
格
審
査
」

の
三
つ
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

「労働委員会」

※１　『労働委員会ガイドブック』４ページの「労働委員会って何をするの？」の説明から筆者が一部改変。https://www.mhlw.go.jp/churoi/panfu/dl/pamph05.pdf
※２　三者構成については、国際的な労働問題の解決を図る ILO（国際労働機関）でも同様の構成になっている
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一
つ
め
の
「
労
働
争
議
の
調
整
」
に
つ
い
て
は
、
労

働
組
合
に
は
労
働
者
と
使
用
者
が
対
等
な
立
場
で
交
渉

で
き
る
よ
う
に
、
団
体
交
渉
権
が
労
働
三
権
※３
の
一
部

と
し
て
憲
法
第
28
条
で
保
障
さ
れ
て
い
ま
す
。
労
働
問

題
に
つ
い
て
交
渉
し
た
際
に
、
労
使
の
意
見
が
平
行
線

を
た
ど
り
決
裂
す
る
な
ど
労
使
間
の
紛
争
が
発
生
し
自

主
解
決
が
困
難
と
な
っ
た
際
に
、
労
働
組
合
ま
た
は
使

用
者
が
労
働
委
員
会
に
調
整
の
申
請
を
行
い
ま
す
。
調

整
に
は
、法
的
な
強
制
力
の
低
い
順
に
、「
あ
っ
せ
ん
」、

「
調
停
」、「
仲
裁
」
が
あ
り
ま
す
。

・�

あ
っ
せ
ん
…
あ
っ
せ
ん
員
が
労
使
双
方
の
主
張
を
確

か
め
、
労
使
の
自
主
的
な
話
し
合
い
を
援
助
（
あ
っ

せ
ん
案
の
提
示
な
ど
）
す
る
。
あ
っ
せ
ん
案
の
受
諾

は
任
意
。
簡
単
で
迅
速
な
手
続
き
の
た
め
も
っ
と
も

よ
く
活
用
さ
れ
て
い
る
。

・�

調
停
…
三
者
構
成
の
調
停
委
員
会
が
労
使
双
方
の
主

張
を
聞
い
て
作
成
し
た
調
停
案
を
提
示
す
る
。
調
停

案
の
受
諾
は
任
意
。

・�

仲
裁
…
公
益
委
員
で
構
成
さ
れ
る
仲
裁
委
員
会
が
、

仲
裁
裁
定
を
下
す
。
こ
の
内
容
は
労
働
協
約
と
同
一

の
効
力
を
も
っ
て
当
事
者
を
拘
束
。

二
つ
め
の「
不
当
労
働
行
為
事
件
の
審
査
」と
は
、労

働
組
合
法
第
７
条
で
禁
じ
ら
れ
て
い
る
不
当
労
働
行
為

を
使
用
者
が
労
働
組
合
や
労
働
者
に
対
し
て
行
っ
た
場

合
に
、労
働
委
員
会
に
対
し
て
救
済
申
立
て
を
行
う
こ
と

が
で
き
る
制
度
の
こ
と
で
す
。
不
当
労
働
行
為
に
は
、組

合
員
で
あ
る
こ
と
を
理
由
と
す
る
解
雇
そ
の
他
の
不
利

益
取
扱
い
、正
当
な
理
由
の
な
い
団
体
交
渉
の
拒
否
、労

働
組
合
の
運
営
等
に
対
す
る
支
配
介
入
※４
お
よ
び
経
費

援
助
、労
働
委
員
会
へ
の
申
立
て
等
を
理
由
と
す
る
不
利

益
取
扱
い
な
ど
が
あ
り
ま
す
。
労
働
委
員
会
は
こ
れ
ら

の
救
済
申
立
て
が
あ
っ
た
場
合
に
審
査
を
行
い
、不
当
労

働
行
為
の
事
実
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
使

用
者
に
対
し
て
、復
職
や
組
合
運
営
へ
の
介
入
の
禁
止
等

と
い
っ
た
救
済
命
令
を
出
し
ま
す
。一
方
、申
立
て
に
意

義
が
な
い
と
さ
れ
る
場
合
に
は
棄
却
命
令
が
出
さ
れ
ま

す
。
な
お
、申
立
て
は
基
本
的
に
は
都
道
府
県
労
働
委
員

会
に
対
し
て
行
い
ま
す
が
、
そ
こ
で
く
だ
さ
れ
た
救
済

命
令（
初
審
命
令
）に
不
服
が
あ
る
場
合
は
、中
央
労
働

委
員
会
に
再
審
査
申
立
て
を
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

三
つ
め
の
「
労
働
組
合
の
資
格
審
査
」
で
す
が
、
本

来
、
労
働
組
合
は
自
由
に
設
立
で
き
、
届
け
出
な
ど
も

不
要
で
す
が
、
労
働
組
合
法
に
定
め
る
手
続
き
に
参
与

し
た
り
、
救
済
を
受
け
る
た
め
に
は
、
労
働
組
合
法
第

２
条
お
よ
び
第
５
条
に
定
め
る
一
定
の
資
格
要
件
を
備

え
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
資
格
の
有
無
を
審
査
す
る
の
が
労
働
組
合
の
資
格

審
査
で
、
労
働
委
員
会
の
役
割
の
一
つ
と
な
り
ま
す
。

労
働
委
員
会
は
、
個
別
的
労
使
紛
争
の
調
整
も
行
っ

て
い
ま
す
が
、
手
続
き
は
「
あ
っ
せ
ん
」
に
限
定
さ
れ
、

東
京
都
・
兵
庫
県
・
福
岡
県
に
は
労
働
委
員
会
が
主
体

と
な
る
制
度
が
な
い
な
ど
、
都
道
府
県
に
よ
り
実
施
状

況
が
異
な
り
ま
す
。

労
使
紛
争
の
取
扱
状
況

最
後
に
、
労
働
委
員
会
に
よ
る
労
使
紛
争
の
取
扱
状

況
に
つ
い
て
確
認
し
ま
し
ょ
う
。
中
央
労
働
委
員
会
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
※５
に
事
件
取
扱
状
況
な
ど
の
統
計
が
公

表
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
ず
は
、「
労
働
争
議
の
調
整
」で
す
が
、２
０
２
４（
令

和
６
）
年
に
全
国
の
労
働
委
員
会
が
新
規
に
取
り
扱
っ

た
係
属
件
数
は
１
６
５
件（
あ
っ
せ
ん
が
１
５
９
件
、

調
停
が
５
件
、
仲
裁
が
１
件
）
で
す
。
10
年
前
の
２
０

１
４（
平
成
26
）年
の
３
６
７
件
、
５
年
前
の
２
０
１
９

年
２
０
５
件
と
比
較
し
て
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

次
に
、「
不
当
労
働
行
為
事
件
の
審
査
」
で
す
が
、

２
０
２
５
年
は
国
の
労
働
委
員
会
が
初
審
と
し
て
扱
っ

た
新
規
申
立
て
が
１
８
８
件
で
、
公
表
値
で
も
っ
と
も

古
い
２
０
２
１
年
の
２
７
７
件
と
比
較
し
て
こ
ち
ら
も

減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

減
少
の
理
由
と
し
て
は
、
働
く
環
境
が
改
善
さ
れ
て

き
た
と
評
価
さ
れ
る
一
方
で
、
労
働
組
合
の
組
織
率
の

低
迷
や
、
解
決
率
が
半
数
程
度
（
２
０
２
４
年
の
労
働

争
議
の
調
整
が
解
決
で
終
結
し
た
比
率
は
51
・
１
％
）

で
あ
る
こ
と
も
影
響
し
て
い
る
と
思
わ
れ
ま
す
。

次
回
は
、「
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
」
に
つ
い
て
取
り
上
げ

ま
す
。

※３　�労働三権……�「団結権」（労働者が労働組合を結成する権利）、「団体交渉権」（労働者が使用者と団体で交渉する権利）、「団体行動権」（要求を実現�
  するためにストライキなど団体で行動する権利）のこと

※４　支配介入……労働組合結成に対する阻止・妨害行為、労働組合の日常の運営や争議行為に対する干渉を行うことをさす
※５　�労働争議の調整の統計　https://www.mhlw.go.jp/churoi/chousei/sougi/sougi05.html� �

不当労働行為事件の審査の統計　https://www.mhlw.go.jp/churoi/shinsa/futou/futou03.html
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　人事労務管理は社員の雇用や働き方だけでなく、経営にも直結する重要な仕事ですが、制度に慣れてい
ない人には聞き慣れないような専門用語や、概念的でわかりにくい内容がたくさんあります。そこで本連
載では、人事部門に初めて配属になった方はもちろん、ある程度経験を積んだ方も、担当者なら押さえて
おきたい人事労務関連の基本知識や用語についてわかりやすく解説します。

2026.8

第70回

今
回
は
、「
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
」
に
つ
い
て
取
り
上
げ

ま
す
。セ

ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
中
心
的
役
割

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
は
職
業
安
定
法
を
根
拠
に
設
置
さ
れ

た
厚
生
労
働
省
の
機
関
で
す
。
か
な
り
浸
透
し
て
い
る

用
語
で
す
が
、
じ
つ
は
１
９
８
９
（
平
成
元
）
年
に
導

入
さ
れ
た
“
愛
称
”
で
、
正
式
名
称
は
公
共
職
業
安
定

所
（
略
称
：
職し

ょ
く

安あ
ん

）
と
い
い
ま
す
。

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
取
組
内
容
や
実
績
に
つ
い
て
は
、

厚
生
労
働
省
の『
公
共
職
業
安
定
所（
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
）

の
主
な
取
組
と
実
績（
令
和
８
年
４
月
）』※１（
以
下
、『
取

組
と
実
績
』）
に
詳
し
く
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
こ

で
は
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
つ
い
て
「
憲
法
に
定
め
ら
れ
た

勤
労
権
の
保
障
の
た
め
、
障
害
者
や
生
活
保
護
受
給
者

の
方
な
ど
民
間
の
職
業
紹
介
事
業
等
で
は
就
職
へ
結
び

つ
け
る
こ
と
が
難
し
い
就
職
困
難
者
や
人
手
不
足
の
中

小
零
細
企
業
を
中
心
に
、
国
が
無
償
で
支
援
を
行
う
雇

用
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
中
心
的
役
割
を
担
う
も

の
」
と
説
明
し
て
い
ま
す
。
職
業
紹
介
事
業
と
は
、
求

人
（
採
用
し
た
い
）
お
よ
び
求
職
（
仕
事
を
し
た
い
）

の
申
込
み
を
受
け
、
求
人
者
と
求
職
者
の
間
の
雇
用
関

係
の
成
立
を
あ
っ
せ
ん
す
る
こ
と
を
さ
し
ま
す
が
、
２

０
２
５
（
令
和
７
）
年
度
で
は
３
万
３
８
８
８
所
と
い

う
数
多
く
の
民
営
職
業
紹
介
事
業
所
※２
が
存
在
し
て
い

ま
す
（
厚
生
労
働
省
職
業
安
定
局
需
給
調
整
事
業
課
調

べ
※３
）。
し
か
し
、
そ
の
う
ち
大
半
が
有
料
で
あ
っ
せ

ん
を
行
っ
て
い
る
こ
と
に
対
し
て
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の

設
置
意
義
と
し
て
は
、
民
間
の
職
業
紹
介
事
業
で
は
困

難
な
求
人
者
・
求
職
者
を
対
象
に
、
無
償
で
行
っ
て
い

る
点
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
は
、
本
稿
執
筆
現
在
で
は
計
５
４
４

所
の
本
所
（
４
３
６
）・
出
張
所
（
95
）・
分
室
（
13
）
に

よ
る
全
国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
か
し
た
支
援
の
ほ
か
、

地
方
公
共
団
体
（
都
道
府
県
・
市
区
町
村
）
と
一
緒
に

取
り
組
む
雇
用
対
策
協
定
に
基
づ
く
連
携
施
策
な
ど
に

よ
る
地
域
密
着
型
の
支
援
も
実
施
し
て
い
ま
す
。ま
た
、

２
０
０
２
年
よ
り
全
国
版
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
さ
れ
て
い
ま
す
。

雇
用
に
関
す
る
３
業
務
を
一
体
的
に
実
施

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
業
務
に
は
、
お
も
に
職
業
紹
介
・

雇
用
保
険
・
雇
用
対
策
の
３
業
務
が
あ
り
ま
す
が
、
こ

れ
ら
は
就
職
支
援
を
効
果
的
に
実
施
す
る
た
め
に
一
体

的
に
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

①�

職
業
紹
介
…
求
人
者
は
、
募
集
し
た
い
人
材
の
要
件

や
処
遇
内
容
に
つ
い
て
登
録
す
る
と
全
国
の
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
求
職
者
に
ア

プ
ロ
ー
チ
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
一
方
、
求
職
者

は
希
望
や
ス
キ
ル
に
合
っ
た
求
人
情
報
を
探
し
た
り
、

「ハローワーク」

※１　https://www.mhlw.go.jp/content/001683249.pdf
※２　「エージェント」や「人材紹介会社」と呼ばれることが多い。厚生労働大臣に許可された事業者のみがあっせんを取り扱いできる
※３　https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001699953.pdf に 1990 年度から 2025 年度までの推移がまとめられている

https://www.mhlw.go.jp/content/001683249.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001699953.pdf
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エルダー1

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
を
通
し
た
応
募
手
続
き
を
行
っ
た
り

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
こ
れ
ら
を
効
果
的
に
進
め

る
た
め
に
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
職
員
に
よ
る
キ
ャ
リ
ア

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
※４
や
応
募
書
類
の
添
削
、
面
接

対
策
、ス
キ
ル
ア
ッ
プ
の
た
め
の
職
業
訓
練
（
ハ
ロ
ー

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
）の
案
内
な
ど
も
行
っ
て
い
ま
す
。

②�

雇
用
保
険
…
労
働
者
が
失
業
・
休
業
等
を
し
た
場
合

の
生
活
の
安
定
や
早
期
再
就
職
の
促
進
を
目
的
と
し

た
給
付
を
行
う
雇
用
保
険
に
つ
い
て
、受
給
希
望
者

は
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
給
付
の
手
続
き
を
行
い
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
で
は
受
給
要
件
を
満
た
し
て
い
る
こ
と

を
確
認
し
た
う
え
で
、受
給
資
格
の
決
定
を
行
い
ま

す
。失
業
等
給
付
※５
や
育
児
休
業
等
給
付
が
対
象
で

す
が
、特
に
失
業
等
給
付
に
つ
い
て
は
、ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
で
職
業
紹
介
と
一
体
的
に
運
営
す
る
こ
と
で
、求

職
活
動
実
績
を
確
認
す
る
こ
と
を
通
し
た
適
正
な
支

給
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
い
ま
す
。

③�

雇
用
対
策
…
企
業
に
対
し
て
障
害
者
雇
用
率
※６
の
達

成
に
向
け
た
指
導
を
行
う
ほ
か
、
高
年
齢
者
雇
用
確

保
措
置
の
導
入
を
う
な
が
す
た
め
の
指
導
を
実
施
し

て
い
ま
す
。
ま
た
、
労
働
時
間
・
賃
金
・
職
場
環
境

な
ど
の
雇
用
管
理
に
関
す
る
改
善
を
支
援
し
、
企
業

の
人
材
確
保
と
安
定
的
な
雇
用
の
実
現
を
後
押
し
し

て
い
ま
す
。

高
齢
者
雇
用
に
お
け
る
ニ
ー
ズ
は

高
ま
っ
て
い
る

職
業
紹
介
に
つ
い
て
は
、
求
職
者
の
ニ
ー
ズ
の
多
様

化
に
対
応
す
る
た
め
、
対
象
者
別
の
専
門
窓
口
を
設
置

し
て
い
ま
す
（
図
表
参
照
）。
し
か
し
な
が
ら
、
令
和

７
年
度
『
年
次
経
済
財
政
報
告
』（
内
閣
府
）※７
を
み
る

と
入
職
経
路（
労
働
者
が
現
在
の
職
場
に
入
る
際
に
利

用
し
た
ル
ー
ト
）に
占
め
る
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
比
率
は
、

２
０
１
０
年
26
・
２
％
、
２
０
２
０
年
18
・
２
％
、
２

０
２
３
年
13・９
％
と
低
下
傾
向
に
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

『
取
組
と
実
績
』
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
お
け
る
職
業
紹

介
等
の
実
績
を
み
て
も
、
新
規
求
職
申
込
件
数
は
２
０

２
１
年
度
４
６
３
・
０
万
件
に
対
し
て
２
０
２
４
年
度

が
４
４
０
・
９
万
件
、
若
年
者
に
つ
い
て
み
る
と
２
０

２
１
年
度
10・８
万
人
に
対
し
て
２
０
２
４
年
度
が
８・

４
万
人
と
い
う
状
況
で
す
。
こ
れ
に
は
先
に
述
べ
た
民

営
職
業
紹
介
事
業
所
の
サ
ー
ビ
ス
が
求
人
者
に
も
求
職

者
に
も
広
く
浸
透
し
活
用
さ
れ
て
い
る
影
響
が
要
因
と

し
て
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

一
方
で
、同
実
績
の
高
齢
者（
65
歳
以
上
の
就
職
件
数
）

を
み
る
と
、
２
０
２
１
年
度
が
11
・
２
万
件
、
２
０
２
２

年
度
12
・
７
万
件
、
２
０
２
３
年
度
13
・
７
万
件
、
２

０
２
４
年
度
14
・
４
万
件
と
い
う
右
肩
上
が
り
の
状
況

で
す
。
こ
れ
は
、
高
齢
者
の
新
規
求
職
者
数
が
増
加
傾

向
に
あ
る
影
響
も
あ
り
ま
す
が
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
は
生

涯
現
役
支
援
窓
口
で
特
に
65
歳
以
上
の
求
職
者
へ
の
再

就
職
に
向
け
た
手
厚
い
支
援
を
実
施
し
て
い
る
な
ど
、

民
間
の
事
業
所
で
は
十
分
に
対
応
し
き
れ
な
い
ニ
ー
ズ

に
対
応
し
て
い
る
こ
と
も
要
因
と
し
て
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

人
材
確
保
に
悩
ん
で
い
る
企
業
に
つ
い
て
は
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
に
お
け
る
高
齢
者
の
求
人
を
積
極
的
に
活

用
す
る
こ
と
も
一
つ
の
策
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

＊　
＊　
＊

次
回
は
、「
職
務
分
析
」
に
つ
い
て
取
り
上
げ
ま
す
。

※４　働く人が自分のキャリアについて整理し、よりよい選択ができるように職業選択についてのアドバイスを行うこと
※５　�失業者への給付である「求職者給付」、早期再就職者への給付である「就職促進給付」、自主的教育訓練受講者への給付である

「教育訓練給付」、介護休業等により雇用を継続する者への給付である「雇用継続給付」がある
※６　障害者雇用率については、本連載第61回（2025年 9月号）をご覧ください。 
　　　https://www.jeed.go.jp/elderly/data/elder/book/elder_202509/index.html#page=50
※７　https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je25/index_pdf.html ※ 6

出典：『公共職業安定所（ハローワーク）の主な取組と実績（令和８年４月）』（厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/content/001683249.pdf

＊（　）は設置数

図表　ハローワークの専門支援窓口

子育て中の女性等に対する就職支援を実施。

正社員を希望するおおむね35歳未満のフリーター
等に対する就職支援を実施。

中高年層（ミドルシニア）の不安定就労者に対し
て、就職から職場定着までの一貫した支援を実施。

高年齢求職者の職業生活の再設計に係る支援や就労
ニーズに即した総合的な就労支援を実施。

医療、介護、保育、建設、警備、運輸などの求人倍
率の高い人材不足分野へのマッチング支援を実施。

地方就職希望者に対する就職支援を実施。

農林漁業人材の確保・職場定着までの支援を総合的
に実施。

マザーズコーナー（183）

わかもの支援コーナー・窓口（201）

中高年層（ミドルシニア）専門窓口（92）

生涯現役支援窓口（300）

人材確保対策コーナー（124）

地方就職支援コーナー（2）

農林漁業就職支援コーナー（16）

https://www.jeed.go.jp/elderly/data/elder/book/elder_202509/index.html#page=50
https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je25/index_pdf.html
https://www.mhlw.go.jp/content/001683249.pdf
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